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I. 実績・目標の達成状況 

1. 投入実績 

設問 調査項目 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

中国側投入 

人材 運営管理人材、中国人専門家、中核人材の（アサイン別人数）(#1) 投入実績リストのレビュー 
婦連へ質問紙表調査 施設・設備・機材 プロジェクトサイトごとに手配された、施設・設備・機材 (#2) 

事業費 費目別支出（人件費・施設機材維持管理費、研修活動費を含む）(#3) 

日本側投入 

人材 分野別の JICA 専門家（アサイン別人数）(#4) 投入実績リストのレビュー 
JICA 中国事務所の事業費データ 施設・設備・機材 プロジェクトサイトごとに手配された、施設・設備・供与機材 (#5) 

本邦研修 研修名・年・期間、参加者（中国人）数、日本における協力機関 (#6) 

事業費 
費目別支出（専門家派遣、機材供与、現地研修、本邦研修、調査経費を含む）

(#7) 

  

2. 成果ごとの活動実績と達成度   

 成果1「モデルサイトにおいて、心理社会的支援のための運営管理メカニズムが構築される。」 

設問 調査項目（PDM1 の指標） 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

運営管理メカニズム

は構築されているか 

1-1.モデルサイトが選定され、各サイ

トにおいてプロジェクト調整チームの

設置に関する正式文書が発出される。 

モデルサイト選定状況（選定時期・選定基準）(#8) プロ形報告書、業務進捗報告書、運営

指導報告書、モデルサイト活動関連資

料、調整チーム設置に係る文書、他関

連資料レビュー、 

婦連へ質問票調査、JICA 専門家インタ

ビュー 

プロジェクト調整チームの設置時期、メンバー構成、メンバー

別担当業務、チーム活動計画・実施状況 (#9) 

プロジェクト調整チーム設置の公的文書の有無（発行者）(#10) 

1-2.管理ガイドラインの作成の進捗  
管理ガイドライン策定状況（①モニタリング報告、②活動計画、

③役割分担表、④会計報告などの各フォーム）(#11) 

業務進捗報告書、モデルサイト活動関

連資料、管理ガイドライン案、モデル

サイトの計画書、プロジェクト自己評

価シート、他関連資料のレビュー、 

婦連、中国人専門家へ質問票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 

1-3.モデルサイトでのモニタリング報

告率（＞80 %） 

モニタリング報告実績（報告率）(#12) 

モニタリング担当、報告担当、報告先、報告頻度など、しくみ

の現状、あるいは予定 (#13) 

1-4.モデルサイトでのモニタリング報

告フォームの評点が向上する。 

実施前から現在までの評点数の変化（測定方法）(#14) 

評点づけの対象となるモニタリング項目（活動・技術）(#15) 

追加項目： 

サイト活動計画は、各部門アクターの

参加と連携のもとで、策定されている。 

モデルサイト活動計画策定プロセスと計画の透明・適切性

（#16） 
婦連、中国人専門家へ質問票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 
部門（教育、心理、地域活動、医療）連携の実態（#17） 

追加項目： 

運営管理担当者の TOR が特定され、計

画した方法論で、業務が行われている。 

管理研修の実績・予定と期待効果（対象、目的）(#18) 
婦連へ質問票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 
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 成果2 「トレーナー研修（TOT）形式により、心理社会的支援に従事する人材が育成される。」  

設問 調査項目（PDM1 の指標） 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

従事人材は育成さ

れているか 

2-1. 参考書（教材）作成チームが設置

される。 

参考書（教材）作成チーム（中国人専門家）の配置状況（メン

バーの所属・役割）(#19) 

業務進捗報告書、運営指導報告書、中

国人専門家リスト(TOR)、参考書作成研

究／心のケアベースライン調査報告書

（中国科学院心理研究所委託）、「地震

被災後家庭のこころのセルフヘルプマ

ニュアル」要綱、「防災マニュアル」、

他関連資料のレビュー、中国人専門家

へ質問票調査、 

JICA 専門家へインタビュー調査 

2-2. 人材育成のための各種参考書等

が作成される。 

参考書（教材）の作成状況（科目・技術分野、種別-生徒用か

指導員用か／対象ユーザー、活用方法）(#20) 

2-3. 中核人材の、研修自己評価の得点

が向上する。 

自己評価方法（評価基準、得点づけ方法、評価頻度）(#21)  

事業進捗報告書、専門家業務完了報告

書、第 5 回(西安)研修後評価報告書、

受講者リスト、他関連資料レビュー 

 

婦連、中国人専門家、中核人材へ質問

票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 

 

現場関係者（心理室、ソーシャルワー

カー、衛生院、学校など）へインタビ

ュー調査 

評価結果（評価実績がない場合、技術・人材別の、研修実施前

との変化についての意見など自己評価）(#22) 

2-4. 中核人材の知識・技術の向上が見

られる。 

人材・分野別の、知識・技術向上の程度： (#23) 

① 教育職：リラックス法、心理社会的支援、学校における・

子どもへのこころのケア、防災教育、事例検討、セルフケ

ア 

② 心理職：心理的応急処置（PFA）、認知行動療法、傾聴のカ

ウンセリング、防災教育、事例検討、セルフケア 

③ 地域活動：心理社会的支援、親としての子どもへのこころ

のケア、親としての子どもへの心のケア、傾聴、心理的応

急処置（PFA）、防災教育とこころのケア、セルフケア 

④ 医療職：治療法・カウンセリング、事例検討、セルフケア 

2-5. モデルサイトにおいて、中核人材

による研修・指導等が実施され

る。 

研修実績（技術分野別の研修名・目的、実施年・期間、プログ

ラム内容、参加人材種別・人数、総実施回数）(#24) 

事業進捗報告書、モデルサイト活動関

連資料、研修（現地・本邦）プログラ

ム／カリキュラム、研修受講者リスト、

TOT 受講者リスト、他関連資料レビュ

ー、婦連、中核人材へ質問票調査、 

JICA 専門家へインタビュー調査 

指導実績（科目、対象、方法、実施地・時期） (#25) 

人材育成（研修・指導・OJT・TOT）の長期計画内容(#26) 

2-6. 基準を満たした中核人材の登録

リストが更新される。 

登録状況（中核人材リストの有無）とリスト化の目的（リソー

スの活用方法(#27) 

事業進捗報告書、他関連資料のレビュ

ー 

中核人材への質問票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 
基準の内容（分野・人材別の要件）(#28) 

2-7. リファラル体制、アセスメントツ

ールの現状調査・分析に関する報

告書が作成される。 

報告書の作成状況（報告書の有無） (#29) 事業進捗報告書、他関連資料のレビュ

ー 

 
リファラルとアセスメントの計画（技術分野別、アセスメント

方法・ツール、活動人材・施設等リソース） (#30) 
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2-8. リファーに使用する参考ハンド

ブックが作成される。 

参考ハンドブックの作成状況 (#31) 婦連、中国人専門家、中核人材へ質問

票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 
ハンドブックの内容、利用方法・目的、利用者（研修ハンドブ

ックとの相違、統合の予定など） (#32) 

 

 成果３「心理社会的支援に対する政府および地域住民の意識・理解が向上する。」 

設問 調査項目（PDM1 の指標） 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

心理社会的支援に

係る意識・理解は向

上しているか 

3-1. 心理社会的支援に対する意識・理

解が向上する。 

意識向上・理解促進の活動実績と、その効果（モデルサイト

において） (#33) 

事業進捗報告書、学会・シンポジウム・

セミナー参加報告書、研究発表資料、モ

デルサイト活動関連資料、住民意識調査

報告書等レビュー、婦連へ質問票調査、

JICA 専門家へインタビュー調査、現場関

係者（心理室、ソーシャルワーカー、衛

生院、学校）へインタビュー調査 

地域住民の、社会心理的支援への意欲や関心の変化 (#34) 

（支援サービスを受ける希望者、専門職従事希望者、ボラン

ティア登録・参加数、の変化） 

3-2. 啓発資料が作成される。 作成状況・配布実績（資料種別、配布目的、作成者、配布先・

対象、部数、ねらう効果） (#35) 

事業進捗報告書、他関連資料レビュー、

婦連へ質問票調査、JICA 専門家へインタ

ビュー調査 

3-3. 政府への政策的な提案の回数が

増える。 

政策的提案の実績、その後の効果（行政側の動き、意向）(#36)  

事業進捗報告書、他関連資料のレビュー 

 

婦連への質問票調査 

JICA 専門家へインタビュー調査 

政策的提案を予定する、技術分野、提案概要、所轄の行政組

織、関わってくる政策文書・法制度の名称（中国側に期待し

ている、政策・制度的な動きは何か）(#37) 

政策的提案のために、必要な想定活動（期間中に、誰におい

て何が行われなければならないか、外部条件）(#38) 

 

3. 目標の達成予測（フィージビリティ） 

 

(1) プロジェクト目標（2014年5月までに）「 モデルサイトを中心として、地域に根ざした適切かつ持続的な心理社会的支援システムが構築される。」 

設問 調査項目（PDM1 の指標） 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

心理社会的支援シ

ステムは、構築され

ると見込まれるか 

心理社会的支援システム導入・管理ツ

ールがまとめられる。 

ツールのとりまとめ状況 (#39)  

事業進捗報告書、運営指導調査報告書、

他関連資料のレビュー、 

上「I-2．成果ごとの活動実績と達成度」

の調査結果の分析 

婦連、中国人専門家、中核人材へ質問票

調査、JICA 専門家へインタビュー調査 

ツールの利用者、版権および更新権利の所有者 (#40) 

追加項目： 

支援システムの概念が定着している。 

システムについての共通理解（人材と支援活動、支援対象者、

支援活動場・方法、マニュアル・ガイドライン・ツール、管

理担当者、モニタリング・成果共有の方法、財源）(#41) 

全てのモデルサイトが、モニタリング

報告フォームの評点基準を満たす。 

サイト別の、評点づけの実績、基準充足率 (#42) 
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2 回以上のモニタリング報告が得られ

たモデルサイト外の地域（XX 箇所）*  

非モデルサイトからの報告実績（地名・担当行政名、回数、

内容）、実績ない場合は今後の見込み（本指標の適切性）(#43) 

事業進捗報告書、他関連資料レビュー、 

「I-2．成果ごとの活動実績と達成度-成

果 1~3」の調査結果の分析 

JICA 専門家へインタビュー調査 
モデルサイトにおける経験や教訓がプ

ロジェクト対象地域の市・県級政府の

（XX）*％に共有される。 

経験・教訓が共有された実績（対象の市・県行政府、方法、

内容、その後の反応・活用）（活動に参加している・していな

い行政府の数等を把握）(#44) 

 

(2) 上位目標（2020 年頃達成）「プロジェクト対象地域において、地域に根ざした適切かつ持続的な心理社会的支援システムの概念が定着する。」 

設問 調査項目（PDM1 の指標） 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

心理社会的支援シ

ステムの概念の定

着が、見込まれるか 

1. 関連政策に心理社会的支援システ

ムに関する文言が言及される。 

文言の言及を見込んでいる、政策文書の名称、関連法制度の

名称、技術分野、所轄となる政府行政組織、従事者の育成を

担う教育機関など組織は何か (#45) 

事業進捗報告書、専門家業務完了報告

書、運営指導調査報告書レビュー 

「I-2．成果ごとの活動実績と達成度」

成果 3 の調査、及び「I-3.目標の達成予

測」プロジェクト目標に係る調査の、結

果分析、婦連、中国人専門家、中核人材

へ質問票調査、JICA 専門家へインタビュ

ー調査 

政策に心理社会的支援システムが導入されるためには、本プ

ロジェクト終了の 2014 年から 2020 年までに、誰(組織・個人）

において、何が行われなければならないか（外部条件）(#46) 

どのような状況において、「心理社会的支援システムの概念が

定着した」と、判断できるか。(#47) 

2. 災害に限らない心理社会的支援が

継続して行われる。 

災害に限らない心理社会的支援の現状 (#48)  

事業進捗報告書、プロ形報告書、運営指

導調査報告書のレビュー 

 

婦連、中国人専門家、中核人材へ質問票

調査、 

JICA 専門家へインタビュー調査 

災害に限る場合と、限らない場合では、心理社会的支援シス

テムを実践するリソース、活動、財源の相違はあるか（あれ

ば、どのように異なるか）(#49) 

災害に限らない心理社会的支援が、中国において継続して行

われるためには、本プロジェクト活動とその効果以外に、誰

のどのような措置が必要となるか（外部条件）(#50) 

II. 実施プロセスで取られた措置 

設問 調査項目 必要な情報・質問  (code #) 情報源・調査方法 

(1) プロジェクト

マネージメン

ト 

実施体制、なされた特別な配慮 人材（PD, PM, アクター）配置状況、モデルサイトの選定 (#51) 事業進捗報告書、プロ形報告

書、R/D 文書、JCC 議事録、ベ

ースライン調査報告書、他関

連資料のレビュー 

上「I. 実績・目標の達成状況」

の調査結果の分析 

 

婦連、中国人専門家、中核人

材へ質問票調査、JICA 専門家

政策・法制度、社会文化面の配慮事項 (#52) 

報告、情報共有、協議、意思決定 JCC や主要会合の開催実績、参加状況、合意の円滑度 (#53) 

JICA 所轄・JICA 中国事務所の対応 迅速性、関係者調整、他ドナー情報の共有などの状況 (#54) 

(2) 効率的な協働

と調整 

モデルサイトの活動把握 モデルサイトの業務と効果の把握、現場視察が恒常化されているか 

(#55) 

中央・サイト、婦連-JICA の協働状況 全婦連、省婦連、サイトアクター間の業務計画の共有・調整は円滑か 

(#56) 

活動についての関係者間の共通理解 活動管理、モニタリング、指導について共通理解が作られているか (#57) 

－
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(3) 営指導調査で

の 提 言 事 項

（2010 年 4 月

からの変化） 

教育分野での留意事項 教育庁・教育局の関与があるか（学校教職員を研修対象に含んだか）(#58) へインタビュー調査、JICA 中

国事務所へヒアリング 心理分野での留意事項 臨床のスーパーバイズを行う体制づくりが、行われているか (#59) 

医療分野での留意事項 第 1 次医療（衛生院）と上位医療間のリファラルが行われているか (#60) 

地域社会分野での留意事項 多様な関係者の巻き込みがおこなわれているか (#61) 

 

III. ５項目評価の分析 

(1) 妥当性 

調査事項 必要な情報・質問  (code #) 情報源と調査方法 

裨益者ニーズへの対応 

四川大地震被災者の精神保健・心理社会的支援ニーズ、ケア人材の育成ニ

ーズ(#62) 

プロ形報告書、運営指導調査報告書、専門家業務完了報

告書、「 川地震震災復興状況と支援の在方に関する研究

報告」1、UNOCHA「IASC ガイドライン」 2 関連の国際条

約等規約等レビュー、JICA 専門家、衛生部へインタビュ

ー調査 

精神保健・心理社会的支援に関する国際的な支援動向との整合性 (#63) 

中国の開発政策との整合性 中国政府の四川復興政策・復興関連法制度との整合性 (#64)  川地震震災復興状況と支援の在方に関する研究報告」、

R/D 文書、要請書、プロ形調査報告書レビュー、婦連への

質問票調査、JICA 専門家、衛生部へのインタビュー調査 中国の精神保健・心理社会的ケアに係る開発政策との整合性 (#65) 

日本の対中国支援政策との整合

性 

四川復興に係る日中合意事項との整合性（2008 年日中首脳会議）(#66) 日中首脳会議声明・外務省プレスリリース、日中経済協

会「震災被害と復興事業の全体概況」のレビュー 

対中国 ODA 政策、JICA 対中国支援計画との整合性 (#67) 対中国 ODA 計画、対中国経済協力計画、 

JICA 対中国事業展開計画のレビュー 

アプローチの適切性 

ターゲットグループ選定、モデルサイト選定、対象技術など、方法論の適

切性 (#68) 

運営指導調査報告書、モデルサイト「プロジェクト実施

計画書 2011~2014 年」レビュー、「II.実施プロセスで取

られた措置」の調査結果分析 当該技術の、日本の比較優位性（知見・技術・経験の活用可能性）(#69) 

(2) 有効性 

調査事項 必要な情報・質問  (code #) 情報源と調査方法 

プロジェクト目標の、達成予測 

（2014 年に、心理社会的支援シ

ステムは構築されうるか） 

「心理社会的支援システム導入・管理ツール」が、終了までに開発され、恒常
的な活用が可能となる見込み（指標事項の進捗）(#70) 

「I.実績・目標の達成状況- 3.目標の達成予測-(1)
プロジェクト目標」及び「II.実施プロセスで取られ
た措置」の調査結果の分析 モデルサイト活動の質（モニタリング基準）向上の見込み（指標事項の進捗）

(#71) 

モデルサイトの経験・教訓が非モデル市・県政府に共有され、その効果が得ら
れる見込み。（指標事項の進捗）(#72) 

目標の設定指標は、達成の測定に十分かつ現実的か（修正の必要性検討）(#73) 

                                                   
1  2008 年度 JICA 中国事務所委託研究課題・報告、北京精華都市計画設計研究所・公共安全研究所 
2 「災害・紛争等緊急時における精神保健・心理社会的支援に関する IASC ガイドライン」 

－
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成果から目標達成への因果関係 

(デザインの検証) 

成果は、目標達成のための、必要十分なアウトプットとなっているか (#74) 「I.実績・目標の達成状況-2.成果ごとの活動実績と
達成度」及び「II.実施プロセスで取られた措置」、
の調査結果の分析 

目標達成のために、現在の取り組み（成果と活動）以外に必要となる特別な措

置があるか（外部条件、目標達成を阻害しうるリスク要因の検証）(#75) 

(3) 効率性 

調査事項 必要な情報・質問  (code #) 情報源と調査方法 

成果の達成状況 

運営管理メカニズムは、どの程度つくられているか（指標事項の進捗）(#76) 「I.実績・目標の達成状況-2.成果ごとの活動実績と

達成度」、「II.実施プロセスで取られた措置」の調査

結果分析 

従事人材はどの程度、育成されているか（指標事項の進捗）(#77) 

心理社会的支援に係る理解は、どの程度深まっているか（指標事項の進捗）(#78) 

成果の設定指標は、達成の測定に十分、かつ現実的か（修正の必要性検討）(#79) 

遅延する活動がある場合、その阻害要因、取るべき対策 (#80) 

投入の適性 
投入適正度（種別、量、時期、方法）(#81) 成果の達成状況と、「I.実績・目標の達成状況-１-(1)

投入実績、(2)成果ごとの活動実績と達成度」の調査
結果の分析 

投入対効果（費用対効果を含む、全リソースの効果、）(#82) 

プロジェクトマネージメン

トにおける改善の必要性 

実施の円滑化のため提案される事項（より良い共通理解の構築） (#83) 成果の達成状況と、「II.実施プロセスで取られた措
置」の調査結果の分析 迅速な効果把握（モニタリング、サイト視察）のため提案される事項（より効率的

な業務調整のしくみづくり） (#84) 

(4) インパクト 

調査事項 必要な情報・質問  (code #) 情報源と調査方法 

上位目標の達成予測  

(2020 年あたりに、対象地

域に、社会心理的支援シス

テムの概念が定着する) 

心理社会的支援システムが、政策的提案がなされ、政策に反映される見込み(#85) 「I.実績・目標の達成状況-3 目標の達成予測 (2)上
位目標」の調査結果の分析 
有効性の検証 

災害に限らない心理社会的支援が、定着し・継続する見込み (#86) 

上位目標の達成のために、プロジェクトの取り組み・効果以外に必要となる特別な

措置があるか（外部条件、目標達成を阻害しうるリスク要因の検証）(#87) 

波及効果 

非モデルサイトへの正のインパクト (#88) 「I.実績・目標の達成状況-2.成果ごとの活動実績と
達成度」及び「II.実施プロセスで取られた措置」の
調査結果の分析、婦連、中国人専門家、中核人材へ
の質問票調査 

災害後心理社会的ケアの国際理解、相互学習、情報共有等に係る効果(#89) 

(5) 持続性 

調査事項 必要な情報・質問  (code #) 情報源と調査方法 

政策／制度面 
中国政府の四川復興政策（ケア人材育成、活動のしくみ）継続可能性 (#90) 妥当性、インパクトの検証、 

婦連への質問票調査、JICA 専門家へインタビュー調
査 

中国の、地域住民を中心に据えた社会心理的ケアの、発展可能性 (#91) 

組織／財政面 

婦連とプロジェクト調整チームの、社会心理的支援に係る調整組織としての役割・

業務継続の可能性 (#92) 

有効性、効率性の検証 
婦連、中国専門家、中核人材への質問票調査 
JICA 専門家へインタビュー調査 中核人材、地域民が活動する上での自治体・コミュニティの管理体制・仕組み(#93) 

社会心理的ケア実施に必要となる事業費（人件費・活動費・他リソース）が継続的・

恒常的に措置される可能性 (#94) 
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技術面 

運営管理人材、中核人材の技術の継続性、現場での活用の拡大・発展可能性（移転

技術の現場での活用状況、設置した心理室の活用と効果、等を含む）(#95) 

有効性、効率性、インパクトの検証 
婦連、中国専門家、中核人材への質問票調査 
JICA 専門家へインタビュー調査 現地研修プログラム、教材・ハンドブック等成果品の、継続的な活用可能性 (#96) 

社会文化的側面 
地域特性（経済・産業格差、民族、ジェンダー）に関わる配慮事項(#97) 「II.実施プロセスで取られた措置」の結果分析、イ

ンパクトの検証 

以上 
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（１）日本人専門家派遣実績 

No 専門家氏名 指導科目 派遣期間 本邦所属先 

長期専門家       

1 堤敦朗 
心理ケア研修マネジメン

ト/業務調整 
09 年 7月 7日～11年 7月 6日 なし 

短期専門家       

1 加藤寛 精神医学 

① 09 年 7月 18 日～7月 23日 

② 10 年 1月 21 日～1月 24日 

③ 10 年 9月 17 日～9月 22日 

④ 11 年 1月 6日～1月 10日 

兵庫県こころのケアセ

ンター 

2 大澤智子 臨床心理 

① 09 年 7月 18 日～7月 23日 

② 10 年 1月 18日～１月 22日

③ 10 年 9月 17 日～9月 22日 

④ 11 年 1月 5日～1月 10日  

⑤ 11 年 9月 20 日～9月 26日 

兵庫県こころのケアセ

ンター 

3 牧田繁 臨床心理 ① 10 年 1月 18 日～1月 22日 
兵庫県こころのケアセ

ンター 

4 鈴木友里子 精神保健行政 ② 10 年 9月 17日～9月 22日 国立精神保健研究所 

5 田中英三郎 児童精神医学 ⑤ 11 年 9月 19日～9月 23日 上尾の森診療所 

6 冨永良喜 教育心理 

① 09 年 7月 18 日～7月 22日 

② 10 年 1月 18 日～1月 22日 

③ 10 年 9月 17 日～9月 22日 

④ 10 年 1月 5日～1月 10日 

⑤ 11 年 9月 19 日～9月 24日 

兵庫教育大学 

7 高橋哲 教育相談 

① 09 年 7月 18 日～7月 23日 

② 10 年 1月 18 日～1月 23日 

③ 10 年 9月 17 日～9月 21日 

④ 11 年 1月 5日～1月 10日 

兵庫県スクールカウン

セラー 

8 諏訪誠二 防災教育 

① 09 年 7月 18 日～7月 23日 

② 10 年 1月 18 日～1月 23日 

③ 10 年 9月 17 日～9月 22日 

④ 11 年 1月 5日～1月 10日 

⑤ 11 年 9月 20 日～9月 24日 

兵庫県立舞子高校 

9 瀧ノ内秀都 子どもへのこころのケア 
① 09 年 7月 18 日～7月 23日 

② 10 年 1月 18 日～1月 23日 
芦屋市立宮川小学校 

10 古川英治 子どもへのこころのケア 

② 10 年 1月 18 日～1月 23日 

③ 10 年 9月 17 日～9月 22日 

④ 11 年 1月 5日～1月 10日 

淡路市立津名中学校 

11 見澤光徳 子どもへのこころのケア 
④ 11 年 1月 5日～1月 10日 

⑤ 11 年 9月 19 日～9月 24日 
西宮市立山口小学校 

※丸数字は現地研修の開催回数を示す（たとえば、③は第 3回現地研修を表す）。 
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（２）本邦研修の受入実績 
No 研修員名 研修実施時の所属先・役職 受入期間 研修科目/及び受入

機関 

1 鄒 暁巧 全国婦連国際連絡部部長 

 

2009 年 6 月 10 日-6

月 20 日 

①（災害）精神保健 

 

兵庫県こころのケア

センター 
2 鄧 麗 全国婦連児童工作部部長 

 

3 楊 暘 全国婦連国際連絡部アジア処副処長 

4   清平 全国婦連児童工作部副処長 

 

5 文 鈞 科技部国際司副処長 

 

6 朱 東斌 教育部基礎教育一司徳育処副処長 

7 張 建新 中科院心理所副所長 

 

8 許 燕 北京師範大学心理学院院長 

 

9 游 永恒 四川師範大学教師教育学院院長 

10 成 翼娟 四川大学華西看護学院院長 

 

11 黄 莉 四川省婦連副主席 

 

12 周 暁俊 四川省婦連発展部部長 

 

13 黄 暁林 四川省衛生庁医政処副処長 

 

14 徐 亜栄 甘粛省婦連副主席 

 

15 楊 堅 甘粛省教育庁処長 

 

16 陶 檸 甘粛省衛生庁健康教育所副所長 

17 荊 聰英 陜西省婦連児童部部長 

 

18 王 躍生 陜西省教育庁徳育処処長 

 

19 顔 茜 陜西省衛生庁婦幼保健・社区衛生処幹部 

20 史 占彪 中国科学院心理所副研究員 

 

2009 年 10 月 18 日

-2009 年 10 月 27 日

②（災害）精神保健 

 

兵庫県こころのケア

センター 
21 張 雨清 中国科学院心理所副研究員 

 

22 胡 艶紅 中華女子学院社会・法学院社会工作研究室主

任 

23 曹 彬 衛生部婦幼保健社区衛生司児童衛生処処長 

24 李 玉蓮 全国婦女連合会児童工作部調研員 

25 何 敏 全国婦女連合会児童工作部幹部 

26 銭 暁蓉 四川省婦女連合会児童工作部部長 

27 張 樹森 華西医院心理衛生センター副教授 
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28 凡 子蓮 四川省広元市第一人民医院主治医師 

29 李 潔 成都市婦女連合会副主席 

 

30 曹   成都市教科所教研員 

 

31 薜 志雄 成都都江堰市婦女連合会主席 

 

32 康 亜紅 甘粛省婦女連合会副主席 

 

33 陶 檸 甘粛省衛生庁健康教育所副所長 

34 李 孝英 蘭州交通大学副教授 

 

35 王 青芳 陝西省婦女連合会副部長 

 

36 李 暁芬 西安市中医医院心理諮問師 

 

37 李 玲 陝西省漢中市婦女連合会副主席 

38 馮 屹 陝西省婦女連合会副主席 

 

2010 年 8 月 8 日

-2010 年 8月 17日 

③教育分野でのここ

ろのケア 

 

兵庫教育大学 
39 向 陽 全国婦女連合会児童工作部副巡視員 

40 張 広雲 全国婦女連合会調研員 

 

41 張 東燕 教育部基礎教育一司校外教育処副処長 

42 王 文忠 中国科学心理研究所研究員 

43 張 暁巒 全国婦女連合会児童工作部幹部 

44 秦 玲 四川省婦女連合会調研員 

45 遊 永恒 四川師範大学教授 

46 何 淑蓉 四川省広元市婦女連合会主席 

47 雷 莉 四川省広元市利州区北町小学校特級教師 

48 郭 軍 四川省広元テレビ放送大学高級講師 

49 周 恬恬 都江堰中学校高級教師 

50 譚 秀蘭 都江堰市灌口中学校一級教師 

51 王 文彬 宝鷄市陳倉区車駅小学校高級教師 

52 安 弘 陝西省宝鷄市陳倉区？鎮小学校高級教師 

53 湯 発良 陝西省家庭教育研究会副会長 

54 王 瑞菊 青海省婦女連合会児童部副部長 

55 藺 玉花 青海省教育庁助手調研員 
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56 柏 甲戌 天水市秦州区教育局副局長 

57 田 青 天水市新華門小学校高級教師 

58 胡  倬 甘粛省天水市建設路第二小学校校長 

59 尼瑪江才 青海省玉樹州職業技術学校講師 

60 宋 文艶 全国婦女連合会国際部副巡視員 2010 年 11 月 29 日

-2010 年 12 月 11 日

④（災害）精神保健 

 

兵庫県こころのケア

センター 

 

61 代 吉 青海省婦女連合会副主席 

62 祝 卓宏 中国科学院心理研究所副研究員 

63 兪 紅霞 全国婦女連合会児童部副調研員 

64 許 宗余 衛生部婦社司児童衛生処副処長 

65 陳 廷樹 四川省婦女連合会係長 

66 周 波 四川省人民病院副主任医師 

67 張 菊蘭 四川省広元市婦女児童権益部部長 

68 高 大龍 四川省剣閣県人民病院副主任医師 

69 王 国道 四川省剣閣県漢方医学院主任医師 

70 白 燕 四川省崇州市人民病院副主任医師 

71 朱 波 四川省崇州市母子保健院副主任医師 

72 劉 啓蓉 四川省崇州市婦女連合会主任 

73 呉 小萍 甘粛省婦女連合会部長 

74 王 暁琴 甘粛省天水市婦女連合会主席 

75 安 虽奮 甘粛省天水市秦州区衛生局局長 

76 王 世君 甘粛省天水市秦州区疾病予防コントロールセ

ンター科長 

77 全 小蘭 甘粛省舟曲県婦女連合会主席 

78 馮 蕾 甘粛省舟曲県人民病院心理医師 

79 張 建興 陜西省宝鶏市陳蒼区紀律委員会紀委書記 

80 賈 暁紅 陜西省宝鶏市陳蒼区婦女連合会主席 

81 高 勇虎 陜西省宝鶏市陳蒼区病院院長 

82 張 潔 陜西省婦女連合会児童工作部係長 

83 王 秀琴 青海省玉樹チベット族自治州人民政府副州長 
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84 馮 海燕 青海省心理衛生学会教師 

 

 

 

（３）機材供与実績 

機材名 個数 到着時期 調達先 金額 

車両（4WD 車）（四川省婦女連合

会） 

２ 10 年 4月 現地調達 397,600 元 

車両（4WD 車）（陝西省婦女連合

会） 

１ 10 年 4月 現地調達 198,800 元 

車両（4WD 車）（甘粛省婦女連合

会） 

１ 10 年 4月 現地調達 198,800 元 

合計 795,200 元
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Ⅰ・回答数 

  質問票調査は、6組織（全婦連、四川省代表婦連、各モデルサイト婦連）、全モデルサイト

中核人材約 70名、及び中国人専門家約 10 名に配布され、うち 4組織と 46 人からの回答を得

た。 

 

 組織による回答数 

全婦連 四川省婦連

代表 

四川省広元

市崇州省 

四川省広元

市剣閣県 

陝西省宝鶏

市陳倉区 

甘粛省天水

市秦州市 

計 

1 1 1 0 1 0 4 組織 

 

 中核人材と中国人専門家、個人による回答数 

四川省成都市 

崇州市中核人材 

四川省広元市 

剣閣県中核人

材 

陝西省中核人材 甘粛省中核人材 中国人専門家 計 

10 0 14 15 7 46 人 

 上表回答者の従事分野別の内訳（分野兼任すなわち複数選択を含む） 

人材 教育 心理 医療 地域社会 管理・調整（行

政、婦連） 

中核人材 13 13 4 1 8 

中国人専門家 4 5 1 3 0 

計(人) 17 18 5 4 8 

  上表回答者中の本邦・現地研修の受講者 

人材 本邦研修 現地研修 

中核人材 12 29 

中国人専門家 5 (講師) 

計(人) 17 29 

     

Ⅱ・結果紹介（抜粋） 

（１） 成果 1の活動と成果品の理解に関して 

「管理ガイドライン」は本プロジェクトの主要成果品の一つであるが、「管理ガイドライ

ンに含まれるモニタリングの方法論について、報告書提出先、報告頻度は定まっているか？」

の質問では、３省婦連ともに「把握していない」と回答しており、早期に対処されるべき事

項であることが判明している。 

更に、「プロジェクトデザイン（ＰＤＭ）に明記された、モデルサイトで行う運営管理、

モニタリング、指導という３つの活動について、それぞれがどのような業務を意味するのか、

中国側と日本側で、共通の理解があるか？」の質問に対し、四川、甘粛、陝西の 3省婦連は

ともに「共通理解がある」としたが、中国人専門家の 7 人中 2 人、中核人材の 39 人中 16

人が「把握していない」、中核人材の 3 人が「共通理解がない／改善すべき点がある」と回

答した。すなわち、全回答者の半数が、把握していない或いは改善すべきと考えている。 
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「運営管理、モニタリング、指導(中略)の業務について共通理解があるか？」 

選択回答 全・省婦連 中核人材 中国人専門家 回答計 

はい/ 共通理解がある 0 20 5 25 

いいえ/ 改善すべき点がある 1 3 0 4 

把握していない 3 16 2 21 

 

（２） 中核人材の技能育成に関して 

 １）技能習得程度の自己査定 

本プロジェクトでは、中核人材やケア従事者の殆どが、所属先等での業務に該当する分

野・職種の技術移転を受けていることから、研修結果を現場へフィードバックする機会と

場は十分にあると思われる。他方、質問票とヒアリング調査によれば、支援の現場におい

ては、実践とケースごとの方法・方針の判断で十分な確信がもてずにいる者もいる。 

プロジェクトでは中核人材の自己査定による技能習得度の調査はこれまで行われていな

い。そのため本質問票調査で、4 段階及び不明の 5 つの選択回答を設定して、分野別・主

要科目別で自己査定をお願いした。その結果、全分野で教科ごとのバラツキがあるが、設

問に挙げた全ての科目について（一部、適度に、或いは相当程度に）「強化できた」との回

答を得た。なお、心理人材の 1 名が、「心理的応急処置(PAF)」の技能を「全く強化できな

かった」と回答している。分野間の比較で評価結果平均が低い傾向を見せたのは、医療分

野である。 

（注：表内の数は回答数を示す） 

教育の中核人材による自己査定（回答 15 人） 

強化程度 相当程度強化

できた 

適度に強化で

きた 

一部技術で強

化できた 

全く強化でき

なかった 

不明／自己判

断不能 技能種 

リラックス法 2 5 4 0 0 

心理社会的支援 1 7 3 0 0 

学校における・子どもへの

こころのケア 
2 7 1 0 1 

防災教育 4 5 2 0 0 

事例検討 0 9 1 0 1 

セルフケア 6 5 0 0 0 

選択の割合 23% 58% 17% 0% 3% 

 

心理の中核人材による自己査定（回答 15 人） 

    強化程度 相当程度強化

できた 

適度に強化で

きた 

一部技術で強

化できた 

全く強化でき

なかった 

不明／自己判

断不能 技能種 

心理的応急処置(PFA) 3 4 2 1 0 

認知行動療法 2 4 4 0 0 

傾聴・カウンセリング 5 3 2 0 0 

防災教育とこころのケア 2 5 3 0 0 

事例検討 1 4 4 0 0 

セルフケア 3 5 2 0 0 

選択の割合 27% 42% 29% 2%  0% 
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医療担当の中核人材による自己査定（回答 7人） 

      強化程度 相当程度強化

できた 

適度に強化で

きた 

一部技術で強

化できた 

全く強化でき

なかった 

不明／自己判

断不能 技能種 

治療法・カウンセリング 0 1 3 0 0 

事例検討 0 1 3 0 0 

セルフケア 1 0 3 0 0 

選択の割合 8% 17% 75%  0%  0% 

 

地域活動の中核人材による自己査定（回答 18 人） 

 強化程度 相当程度強化

できた 

適度に強化で

きた 

一部技術で強

化できた 

全く強化でき

なかった 

不明／自己判

断不能 技能種 

心理的応急処置(PFA) 3 9 2 0 0 

心理社会的支援 4 7 3 0 0 

家庭におけるこころのケ

ア 
4 7 3 0 0 

親としての子どもへのこ

ころのケア 
6 6 1 0 1 

防災教育とこころのケア 6 3 5 0 0 

傾聴 9 3 2 0 0 

セルフケア 4 3 7 0 0 

選択の割合 37% 39% 23% 0% 1% 

 

 ２）研修プログラムの効果の査定 

   中核人材の技能育成の観点から、（講義や参考書執筆を担当した）中国人専門家へ「研修

プログラムの結果・効果についての査定」の質問調査も行った。 

その結果、教科でのバラツキがあるが、設問に挙げた全ての科目で（一部、適度に、或

いは相当程度に）「強化できた」と回答を得ている。 

なお地域活動分野を担当した専門家 1 名は、地域活動の分野の 1 科目「防災教育とここ

ろのケア」について、「全く強化できなかった」と回答している。 

（注：表内の数は回答数を示す） 

教育を担当する中国人専門家による査定（回答 3人） 

強化程度 相当程度強化

できた 

適度に強化で

きた 

一部技術で強

化できた 

全く強化でき

なかった 

不明／自己判

断不能 技能種 

リラックス法 2 1 0 0 0 

心理社会的支援 0 3 0 0 0 

学校における・子どもへの

こころのケア 
1 2 0 0 0 

防災教育 0 2 1 0 0 

事例検討 0 2 1 0 0 

セルフケア 1 1 1 0 0 

選択の割合 22% 61% 17% 0% 0% 

 

 

－　 －165



 

     心理を担当する中国人専門家による査定（回答 4人） 

    強化程度 相当程度強化

できた 

適度に強化で

きた 

一部技術で強

化できた 

全く強化でき

なかった 

不明／自己判

断不能 技能種 

心理的応急処置(PFA) 2 2 0 0 0 

認知行動療法 2 2 0 0 0 

傾聴・カウンセリング 2 2 0 0 0 

防災教育とこころのケア 0 3 1 0 0 

事例検討 0 3 1 0 0 

セルフケア 1 2 1 0 0 

選択の割合 29% 58% 13% 0% 0% 

 

      医療を担当する中国人専門家による査定（回答１人） 

      強化程度 相当程度強

化できた 

適度に強化

できた 

一部技術で

強化できた

全く強化で

きなかった 

不明／自己

判断不能 技能種

治療法・カウンセリング 0 1 0 0 0 

事例検討 0 1 0 0 0 

セルフケア 0 1 0 0 0 

選択の割合 0% 100% 0% 0% 0% 

 

      地域活動を担当する中国人専門家による査定（回答 4人） 

 強化程度 相当程度強

化できた 

適度に強化

できた 

一部技術で

強化できた

全く強化で

きなかった 

不明／自己

判断不能 技能種 

心理的応急処置(PFA) 0 1 0 0 1 

心理社会的支援 0 2 0 0 0 

家庭におけるこころのケア 0 1 0 0 0 

親としての子どもへのここ

ろのケア
1 1 0 0 0 

防災教育とこころのケア 0 1 0 1 0 

傾聴 0 2 0 0 0 

セルフケア 0 1 1 0 0 

選択の割合 8% 69% 8% 8% 8% 

 

（３）研修カリキュラムについて 

    中国人専門家への、カリキュラム改善の必要性を問う質問では、リラックス法を除く・設

問に挙げた全科目に対し、「改善が必要」であるとの回答を得た。以下回答数と、コメント

を挙げる（空欄は「コメントなし」） 

 

 教育（3人） 

科目(技能種） 「改善必要」とした人数 改善についてのコメント 

社会心理的支援 2 方法と考え方 

学校における・子どもへの

こころのケア 
1 組織と実施 

防災教育 2 防災の具体的方法の紹介と、演習が必要 

事例検討 1 現地化と、支援ターゲットの絞りこみ 
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 心理（3人） 

科目（技能種） 「改善必要」とした人数 改善についてのコメント 

心理的応急処置(PFA) 1 
具体的なケースを想定し、それに合致したターゲ

ットで、行うべき。 

認知行動療法 3 
実施と組織は、より系統化 (一貫性のあるものと

する）されるべき、系統的な訓練と、それに必要

な技術が必要。 

傾聴・カウンセリング 1 傾聴についてのトレーニング、テクニックが必要

事例検討 2 
ターゲットの絞り込みと、参考ケース。事例を文

書化するときには、標準化が必要になる。 

セルフケア 1 ボランティア向けには、系統化された訓練が必要。

 

 地域活動（2人） 

科目（技能種） 「改善必要」とした人数 改善についてのコメント  

心理的応急処置(PFA) 1 
この科目は今回はじめて知ったが、講座準備では主

催側から内容について何も求められなかった。 

心理社会的支援 1  

家庭におけるこころのケア 1  

親としての子どもへのここ

ろのケア 
1  

傾聴 1  

セルフケア 1  

 

 医療（1人） 

科目（技能種） 「改善必要」とした人数 改善についてのコメント 

治療法・カウンセリング 1  

事例検討 1  

セルフケア 1  

 

（３）本邦（在日）研修に関して（中核人材 39名、うち参加者 12 名） 

   

帰国後に学んだことを職場で報告した者の、報告概要（12名中 11 人回答） 

報告先 報告方法 

所属部門の管理職員 上司 報告書の提出 

所属学校教師全員 学習会での発表、書面報告 

陝西省家庭教育実験教育指導センターの研究員、ボランティア 研修会での講座、検討会での発表 

学生とその保護者 テーマ報告（研修会、保護者会） 

 

有益だった授業等（12 名中 9人回答） 

有益だった授業 理由 

日本の先生方の授業見学  

地震津波展示館の見学 直感的で真実に満ち、現実性があった 
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生徒への日常のこころのケア 
日常のケアが、こころのケアの授業を徹底させる

ため政府がすべき前提条件であるから 

学校の防災教育 

中国では学業成績を重視する傾向あり、安全・安

心への重視が不足し、系統だった防災授業がない

ため、ヒントとなる点が多かった。 

日本の小中学を中心とした、こころのケアを行う現場の

先生方、人材チームの業務状況の視察、観察。 

熱意があり、作業環境が供えられるボランティア

さんが居てこそチームが安定し、持続的活動でき

ることが、分かったため。 

 

研修で学んだことを用いて、中国で取り組んだこと、その効果（12名中 8人） 

取り組んだこと みられた効果 

学生向けに防災訓練防災知識に関する講義をおこなっ

た。 
 

学校に既存の心理研究指導者委員会をさらに改善した、  

心理室を設置して、相談を行った  

心理健康教育のための教師間チームづくりを強めた  

校内先生向けのカウンセリングと防災教育、生命教育、

防災教育、安全教育の校内教材の編集。    
 

研修の中で、こころのケア業務と、日常的に行っている

家庭教育業務をリンクさせること 
 

陝西省内の末端（ケア従事者が働く現場）1 における家

庭教育と心理の中核人材研修を行い、関連内容を研修に

取り入れた。 

活動地の学校、家庭で普及されて、保護者のうち、

続けてほしいとのリクエストもある 

親子、教師・生徒、生徒間のコミュニケーション, チー

ムづくり 
同上 

校内で、心理健康指導者を育成し、心理室の設置、関連

業務の展開に指導し、心理健康講師向けの研修を行う。
 

 

今後、研修で学んだことを用いて、中国で取り組みたいこと（6名中 5人） 

中国で取り組みたいこと 理由 

婦連のプラットホーム 2 を活かして現場の人々を訓練

し、現場従事者向けの研修を行い、省内で、子どものこ

ころのケアの広報を行う。 

こうして人々の心理学知識家庭教育知識、防災知

識を強化し、家庭教育での心理健康行く意識と高

め、教育に繋がっている。 

                                                   
1 中国語で言う「末端」の意味は、中央・地方政府による行政区の 小単位や 少村落、或いは、ケア従事者

が働く現場や、市民にもっとも近い生活の場など、多様な意味を包含すると思われる。 
2  中国語は「平台」。コンテキストにより、場（スペース）、機会（opportunity）、環境、サービス、機能、

などの意味を示すと思われる。 
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心理健康教育と学科教育とのリンケージ、心理室の設

置、心理健康授業の改善。教師の気持ちの整理に対して

の指導 

先生たちの不健康な心理は生徒への教育のマイ

ナスとなる 

こころのケア業務を日常業務に浸透させたい。   

①校内で中核人材となる教師を養成する、②編集教材を

実践に使ってみて、またその改善充実化を図る、③教員

養成校の授業数を増やしてより多くの教師候補者に知

識を広める） 

①成都、天水、日本の研修それぞれに参加して、

ある程度の技能を身に着けた。②教諭としての義

務もしくは責任があり防災適応能力をより高め

る     

小学校の防災教育 日本の防災教育の良い経験を知る 

教師および学生むけの研修を行い多様な方式により研

修で得られた知識を設定する 
  

学生の心理状況を調査する 
活動サイクルは長い、こころのケアの規律に従っ

てこそ、確実な効果を得られる。 

心理のケア知識に関する広報を徹底   

心理健康知識に関する教育をおこなう   

活動を実施   

レビューをする   

各部門との協力により研修を強化する 各部門の指導者の防災・減被災意識を高める 

プロジェクトを活かして、より多くのボランティアを被

災後のこころのケア作業に参加させること。 

被災後のこころのケアは、日常的な業務となるよ

う、がんばる。政府からの効果的な支援を得られ、

受入れさせるよう努力し。 

 

日本でのみ学習が可能だった、と思うこと（6 名中 2名） 

日本でのみ学習できたこと 理由 

日本人講師と地震経験者による授業、地震・津波展示館

の見学 

中国では、地震の経験少なく、このような展示館

がない。 

現場でのカウンセリングとその方法 被災後の心理ケアの経験がまだ足りない。 

 

今後、研修で取り上げてほしい、講義テーマ或いは視察先（15 名） 

取り挙げてもらいたいテーマ視察先 理由 

日本の国民防災のしくみ 中国の防災、防災教育を考える（改善する）ため 

日本の防災教育と、被災地復興の教育 同上 

家庭における認知療法、短期の心理治療、グループケア 現場のケアに即座に活用できる知識・技能の習得 

現実性のある方法、実践で応用できる技能を学びたい。

例えば、認知行動療法の具体的なやりかた 

同上 

就学前の子どもたちへの被災後こころのケア、現場 1～2

か所の視察 

同上 

リラクゼーション技術の具体的方法 同上 

臨床・精神医学の、精神疾患への投薬治療のフォローア

ップ方法、計画・アセス 

同上 
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危機発生後の再介入の内容、治療の効果 同上 

家庭の危機にたいする介入 中国では家庭ケアはソーシャルワーカと婦連の

役割に合致し、中国人のアイデンティティにも適

合するテーマであるが、未発展であるため 

東京、福島、北海道 日本の被災後の復興対策を知る 

福島県、被災地への視察 被災地での（復興支援の）効果を観たいため 

現実性のある方法、実践で応用できる技能を学びたい。

例えば、認知行動療法の具体的なやりかた 

現場のケアに即座に活用できる知識・技能の習得 

現実性のある方法、実践で応用できる技能を学びたい。

例えば、認知行動療法の具体的なやりかた 

同上 

心理危機への介入を行う支援現場の視察 具体方法の学習により、受講者は遠回りすること

なく、整った危機管理体制・しくみは、認識する 

 

（３） 政策・施策へのアプローチ、政策的提案（成果３と上位目標）に関して 

(ア) 実績及び予定 

省・市・県政府行政に向けて行う、「政策的提案」については、プロジェクト活動の実

績はなく、全婦連、省婦連、JICA 専門家ともに、プロジェクト終了前後に提案する想定

の具体案は「今後に検討」或いは「検討中」の回答であった。検討予定ではあるが、心理

社会的支援の取り組みの性質から、分野は教育、衛生、民生分野とその関連公的組織が提

案相手となると想定される（JICA 専門家）。また、日本人専門家からは以下の回答が出さ

れた。 

  ・具体的詳細な内容は現在ないが、分野的には全対象分野に対する提案を想定。 

  ・研修受講の結果により、認定される資格が取れる内容・質の研修となれば関心も高ま

るため、将来的にはこの側面からも（例えば、婦連や他の関係組織が認定機関となって

一定の研修プログラムの受講認定をする等）、研修の位置づけ・発展型を検討する予定。 

（以下概要） 

分野 提案対象の所轄組織名 関連政策名 関連法制度名 

教育 

医療 

心理 

 

地域活動 

教育部はじめ教育関係省庁 

衛生部はじめ医療関係省庁 

教育部および衛生部はじめ、両分

野の関係省庁 

全婦連、民生部 

 

成果品が出た時点で、

検討 

 

成果品が出た時点

で、検討 

 

  ２）外部条件について 

政策提案が実現されるために、プロジェクトでの取り組み以外に必要となる、中国側が

取るべき何らかの措置としては、「系統的な家庭教育」の意見が挙げられた。 

 

（４）災害に限らない心理社会的支援（上位目標） 

「災害に限らない心理社会的支援と、災害に限る場合のそれとは相違があるか」の質問で

は、省婦連 2つ（四川省、甘粛省）が「相違がある」とし他婦連 1つ（陝西省）は「把握
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していない」との回答であった。 

「相違がある」とした組織への、「被災者に限らない、ニーズを持つ人への社会心理的

支援を定着・継続させる場合に、本プロジェクトの活動・効果以外に必要と考えられる措

置は何か」の質問では、「現場において、こころのケアのチームを作ること」の意見がだ

された。 

 

（５）プロジェクト終了後の、心理的社会支援の実施体制に関して 

北京・全婦連への「婦連、プロジェクト調整チームは、プロジェクト終了後も社会心理

的ケアの業務調整を担う常設機関として、活動を行うのか」の質問では、「両組織は常設機

関として社会心理的ケア支援業務を行う予定である」との回答を得ている。 

 

（６）回答者の自由コメント（感想、提案） 

   注：同種・同類の内容を意味したコメントは、一つにまとめた 

 プロジェクト効果（成果と直接かかわること） 

(中国人専門家） 

・行政官のこころのケアに対する認識を高めた。 

・専門スタッフの学習意欲を引きだし、社会各方面での協力と検討を推進した。 

(中核人材） 

・先生、学生、市民における、防災意識と能力とこころのケア等の、周知率がアップした。 

・モデルサイトの政府機関、社会各界、学校、家庭等が、被災後のこころのケアを意識し、自分と周囲の

人々の心理健康問題に注目するようになった。 

・日中専門家の講義により、心理に関する各方面の知識が強化され、職場へ戻って学んだ知識を周囲に伝

達し、プロジェクトのターゲットよりも多くの人が恩恵を受けている。 

・モデルサイトと非モデルサイトのために、こころのケアチームを構築し、研修を参加した全受講者が、

中国で被災後のこころのケアの知識を普及して、とくに小学中学校での防災を高めることできた。 

・ケアに関心を持つ市民がふえており、プロジェクトにより認識の高まりがある。 

・調整チーム、人材チームを作った。 

・心理研究の波及を拡大し、より多くの保護者、教師における、健康教育の重視度を高めた。 

・研修を通し、被災者を助けるだけでなく、心の問題を考える人たちを助けることができる。 

・防災教育により学生たちは正確な災害対策の方法を身に着けた。 

・心理ケアの範囲が広がり、人々の注目度が高まった。 

・ケアをする人も、こころのケアが必要と知った。 

(婦連） 

・モデルサイト所在地の各方面関係者が心のケア業務を以前より更に重視するようになり、一般市民が日

常生活と日常業務で心理的健康の概念を受け入れるという環境が作られた。 

・中核人材チームが出来上がったことで、異なる部門間での横断的な連携のもと、こころのケア業務の仕

組みが構築されるようになった（これは中国では新しいものである）。 

・指導者層の意識、住民のこころのケアの意識を高め、有力なチームを作ったこと。 
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 波及効果、インパクトについて 

(中国人専門家） 

・モデルサイトの、国際事業の実施能力を高めた。 

(中核人材） 

・モデルサイト外の地域にも波及し、人々は心理の視点からＱＯＬを志向するようになるなど、新たな変

化がある。中でも、未成年の心理的影響を重要視するようになった。 

・多くのボランティアが関わったが、彼ら自身が被災による損傷から回復した。 

・自らの意思で、周りのこころのケアを必要とする人たちを助けよう、との思いを作った。 

・学んだ成果を活かして直接、社会のためにサービス提供することの影響は大きかった。 

・青海省玉樹、甘粛省舟曲の被害で役割を果たした。 

 

 研修内容・方法について 

 (中核人材） 

・各論に絞った系統的な研修カリキュラムにするのが良い（総論で広く浅くではなく）。 

・本邦研修意外に、四川省と玉樹（青海省）の舟曲（甘粛省）の復興事業を視察すれば、被災後の心理再

建を知ることができ、交流を深めることができでる。 

・家庭問題解決の知識を習得する研修を設置してほしい。 

・研修後には、受講者同志の連絡先の交換、結束づくりをする手配するのが良い（ネットワークづくり、

写真などの記録を残す）。 

・研修前には、受講者にアンケートをとり、意見を収集・ニーズを講師・講座にフィードバックして、研

修の内容・参加者を絞りこむのがよい。 

(中国人専門家） 

・カリキュラム内容は、企画関係者も受講者本人も専門能力レベルを把握したものであるべきで、カリキ

ュラム内容は中国専門家（発言者は中国科学院）、婦連、及びＪＩＣＡの 3者で共同設計されるべき。 

・カリキュラム内容に基づいた講師を招き、同じ分野を担当する複数講師の間の講義内容は関連性をもっ

てリンクしているべきで、バラバラな情報の寄せ集めではいけない。 

・日中双方の専門家は、一貫性のある研修カリキュラムを作成してほしい。受講者間交流のためのウェブ

サイトがあればいい。 

・「家庭と地域社会」の従事者を対象とする研修内容は、講師本人と婦連とＪＩＣＡの三者協議によって、

策定されるべきで、内容に基づき他の講師を招き、カリキュラムの一貫性と持続性を図ることが必要。 

当該分野の受講者は、被災地婦連の幹部が多く、彼女たちが時間を工面するのは容易でないので、研修 

実施側は、実用的かつ役立つ内容、及び理論知識を習得させるべきである。講義方式、研修内容を、わ

れわれは真剣に討議して、適切に手配すべき。 

・中国人専門家、婦連、ＪＩＣＡの 3者の決定により、研修ニーズに応じた経験豊富な「家庭と地域社会」

の専門家を講師に招いてほしい。 

・一部の受講者は日本人専門家の授業内容は重複していると考えている。 

・研修レビュー結果を講師にフィードバックし、次研修の改善につなげるのが良い。研修レビューは、第

三者が担うべきである（主催側ではなく）。 
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 参考書・教材について 

・9 月研修時に、ＪＩＣＡ専門家から、セルフケアマニュアル、被災後家庭における心理援助に、防災教

育の内容を取り入れるべきだとの提案があった。この点から、参考書のアップデート作業にあたり、日

本側からできるだけ早く、防災教育に関わる有用資料を、提供してほしい。 

・（回答者が主催した）「家庭と地域社会グループ」に使われた研修ビデオ資料を、研修材料として保存し

てもらいたい。3年後に事業が終了した際に、研修資料として継続的に使われるものとなるよう、手配・

工夫をしてもらいたい。 

 

 成果品・運営・ロジ、他について 

(中国人専門家） 

・こころのケアの、組織実施体制、現地化(ローカライゼーション）プロセスとその技術、こころのケアと

本職(所轄業務）との両立、という面でさらなる改善が期待される。 

・研修作業は、スタッフの定着化が必要。プロジェクトを実施する上で、できる限り中国側専門家のモチ

ベーションを高めること、機能を出すことが重要。 

・講師報酬は、作業量に応じたものとしてほしい（作業量増に合わせた増額）。 

（中核人材） 

・他の中核人材と自由に交流できる機会を作ってほしい。 

・専門家によるタイムリーなモニタリングと支援をお願いしたい。 

・系統的な人材育成を希望する。 

・「管理ガイドライン」をできる限り早く配布してほしい。 

・交流可能なプラットホームをつくり、現場の活動での課題に支援をお願いしたい。 

・教師を固定化して、系統的な達成目標を可能にするように工夫すること。 

 

 ネガティブインパクトについて 

・こころのケアは、被災地ごとに展開にバラツキがあり、モデルサイトだけへの過剰な投入は残念な事だ、

という気持ちが起こっている。非モデルサイトがおろそかにされた気持ちになっており、今後の普及の点

で、注意すべき。 

・受身的或いは自発的にでも「こころのケア」を受ける人に対して、受けていない人は意識的・無意識的

に敬遠する傾向がある。 

・「過剰に心理健康問題に関心を持つのは良くない」との考えがあり、それに対し排他的になる、馬鹿にす

る風潮が、みられる。 

・被災者に対する介入活動をするたびに、他地域の地震発生情報を聴くたびに、地震直後の状況が目に浮

かんでくる。結果的に気が落ち込んだり、イライラしたりする。 

以上 
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面談記録 

日 時 2011 年 11 月 9日(水) 午前 9時 30分～午後 12時 

場 所 中華全国婦女連合会（全婦連） 3階会議室 

中国側 向 陽（全婦連児童工作部・副局長）、斬清平（全婦連児童工作部・課長）、 

祝卓宏（中国科学院心理研究所・副研究員）、張雨青（中国科学院心理研究所・胡艶紅（中華女

子学院社会事業学部）、兪紅霞（全婦連児童高裁部・副研究員） 

日本側／ 

調査団 

倉科和子（総括、JICA 次長）、小田遼太郎（協力企画、JICA 所員）、劉然（業務調整、JICA 所員）、

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（日本人専門家アシスタント・業務調整）、

小島京子（評価分析、コンサルンタント）、 

 

概 要 

会合次第 

はじめに、全婦連の向陽氏よりプロジェクト活動と成果の進捗報告、中国側専門家陣から提案・懸案の発表、

JICA 専門家からの提案等が行われ、続いて倉科次長よりレビュー調査の目的説明、評価団員より評価方法説明

がされ、以下のとおり、今後の方針など提案等の意見交換が行われた。 

1. 中国側からの感想と提案 

（全婦連・向陽氏） 

プロジェクトは多様な効果を挙げてはいるが目標達成にはより積極的に取り組むべき事項もある。残期間

では、①中核人材の育成、②中核人材による 2次研修（ケア人材育成研修）、③系統的・ターゲットを絞っ

たカリキュラム作成、④モデルサイトでのメカニズムづくり、⑤参考書作成とモデルサイトでの試用の開始、

の 5点に重点を置きたい。 

（祝専門家） 

中国で日本の経験・知見を活用した被災者支援を行おう、という思いから始まったプロジェクトであり、

大災害後のこころのケアへの取り組みは、近年国際的に重要性を増しつつある。アプローチは現地の被災者

に恩恵をもたらすものであり、100 名の中核人材が育成されるなど結果も見えている。地域住民と行政の横

断的分野でネットワークをもつ婦女連合会を実施機関に選定した点もアプローチの成功の一点と言える。現

在、民政部（社会事業分野）と衛生部(保健医療分野)との協議のもと、被災後のこころのケアに関する指導

方案を検討している。今後の活動の提案として、①研修効果の測定、②研修のテーマと参加者のターゲット

の絞り込み、③研修後の効果モニタリングを挙げたい。また、モニタリング方法の一ツールとして、研修参

加者のネットワーキングのためのウェブサイト立ち上げ、ネットを通じた相互学習機会の提供を提案した

い。 

（張専門家） 

 現地及び本邦研修双方に参加し、内容は有用なものであった。開始直後から中国内で大規模な研修を実現

できたのは理解の促進とリソース発掘のためにもよかった。研修に関し提案したいことは、①研修カリキュ

ラムのアップデート、②研修前後の変化の把握（効果測定）、③効果を学術的研究へと活用していく環境づ

くり、である。 

研修カリキュラムでは現場の実際に即座に活用できる平易で実践性のある内容に改善すること。研修に導

入されている阪神淡路大震災や東北大震災等を通じて培った技能と知見を、中国の現場で活用できるものと

できるかが重要な点である。技術の現地化（ローカリゼーション）の課題では、例えば意識調査等から、漢

族と他の宗教文化をもつ民族とを比較した場合に、災害後の心的外傷等心理的影響は異なること、漢族より

少数民族には心的影響は大きく・長く続く傾向のあることが報告されている。現場での心理的ケアにおいて

は、対象となる人々の宗教・社会文化に合致したケア方法を考慮し、伝統的なケアを応用した方法も検討さ

れるのが効果的となる場合もあろう。研修効果を出すには、習得技能を現地化する方法論も、発展させる必

要がある。研修前後の変化の把握では、中核人材においてどの程度技能がレベルアップされたのかを測定す

る方法を特定するのが良い。2回の大震災を経験したことによる成果を、学術的に生かしていく研究活動を

スタートできればよい。 

（胡専門家） 

  婦連が実施機関となっている本プロジェクトにおける意義と婦連の役割を十分に認識したい。災害後の人

への影響は男女では異なり、女性は男性より受ける影響は大きいことが明らかになっておりケアの方法論に

ジェンダーの視点は有効である。提案は、①今後の活動は可能な限り現地の専門家や研修受講者の力を 大

限発揮し、現地ケア人材への研修（2次研修）を重視し活発化させること、②研修後の実践状況についての

モニタリングを行うこと、③モニタリングをテーマとした研修等をもって方法を確定すること、④広報では

モデルサイトの行事慣例など文化を取り入れて、住民の理解とモチベーションを上げる、⑤参考書について

はニーズをもつ多くの読者(利用者)に読んでもらえる有用なものとすること、を挙げたい。 
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2. JICA 専門家からの提案 

（堤専門家） 

残期に円滑に活動を進めるために、①コミュニケーションの方法の改善、②専門性の確保、③研修効果の

確保・測定、④モニタリングと指導の強化、⑤学術分野との連携、を提案したい。 

コミュニケーションの改善では、モデルサイトの関係者との実務的な調整・やりとりについて、日本人専

門家が直接サイト人材や中国人専門家とやりとりをして、調整・協議できる仕組みとしていただきたい。専

門性の確保のためには、専門技術を議論する場、環境を確保したい。研修効果の測定では（祝先生の提案を

含み）研修後のアンケート調査を今後はすべての研修で行うとともに、ウェブサイトやネット学習を活用す

ることも考えられる。モニタリングでは、モニタリングサイトに対し担当する中国人専門家を固定化するこ

とで、効果の把握と指導を強化したい。 

本プロジェクトは災害後の心理的ケアを対象とし、かつ、研修と共に現場の実践を含む希少な事業であり、

他国の研究者や関係者も関心をもっている。本プロジェクト効果を研究発表や学術文書への取り纏めなどの

学術レベルに挙げれば、国際的な広報と情報発信ができる。 

 

3. モニタリングの考え方・方法論についての意見交換 

（小田氏、調査団員） 

  モニタリングは視察とは異なる活動と認識している。モニタリングは現場のリソースを活用して進めるの

が良く、この仕組みを双方で明確にしていきたい。即ち、誰がどのくらいの頻度で何を基準に行うのかを先

ず合意したうえで、モデルサイトでモニタリングをなるべく早期に開始すべき。仕組みについての提案とし

ては、モニタリングは基本的に中核人材と中国人専門家が行い、日本人専門家（長期・短期問わず）や全婦

連は必要に応じ、例えば 1サイトあたり半年に 1回程度同行する、など。またこれと関わり、活動計画づく

りやモニタリングにおいて、モデルサイトのプロジェクト調整チームの役割の明確化と、機能の強化も必要

と考えている。モニタリング結果は、教材改訂や研修カリキュラムの内容などへフィードバックし、プロジ

ェクトの他活動とリンクさせることも重要。 

（堤専門家） 

 PDM のプロジェクト目標の指標に書かれた「モニタリング報告フォーム」とは日本側でドラフトいる一定の

様式による報告書のこと。中身の適切性や使い方は中国側と検証する必要がある。 

（張専門家） 

 モニタリングでは、カウンセラーが現場のカウンセリングで必要技能を実践できているかを確認できる内容

を盛り込む必要があろう。 

（祝専門家） 

 モニタリングは研修計画の内容と合致（リンクしたものとさせる）必要がある。私のほうでモニタリングに

ついて検討してみた事項を共有したい。モニタリングの種別としては①研修時のモニタリング、②日常業務

のモニタリング、と大きく 2つに分けられよう。方法の側面から考えた場合、①研修時モニタリングの方法

は 2種、a. 技術的側面からのモニタリング、そして b.人材育成の程度（成長）のモニタリング、である。

これに対し、②日常業務のモニタリングとは、現場従事者の働きをサポートする目的のもので、現地の専門

人材や地域関係者によるもの、及び、ウェブサイトやネット学習による遠隔モニタリングが、挙げられよう。

実施者の側面から考えた場合、（中核人材育成）研修を通してモニタリングを行う専門家（研修講師）、モデ

ルサイトでのテクニカルモニタリングを担う地元専門人材と、その他全婦連・省婦連などに区別されよう。

  頻度について。研修時モニタリングについては、中核人材が第 4回研修から固定されてきたことも考慮し、

以降は次回の研修に喫緊の問題意識（事例）をもって参加し、それを事例研究で扱える時間を設ける(年 2

回となる)。日常業務のモニタリングの頻度は、地元専門人材によるものは 2週間に 1回（カウンセラーは週

1回のケース検討会を通し、成長の機会が与えられている）、専門家チームのモニタリング担当サイトを固定

する形で、2カ月ごと程度にサイト訪問して行う。ウェブサイト、電話を通じたモニタリングが可能となれ

ば、より継続した頻度の高いフォローアップも可能。 

（向陽氏） 

  モニタリングでは、いかに日中双方の専門家の専門性を活かすのか、という問いにも繋がる。モニタリン

グ項目は、①研修内容、②モニタリングサイトでの業務、③参考書（教材）、の 3種を含むべきであろう。人

材については、中国人専門家及びサイトの関係者が主体となって担うのが望ましい。中国側のモニタリング

担当として、中国人専門家をサイトごと固定化するとともに、モニタリングの次元によって人材のニーズも

違ってくるであろう。また、心理的ケアの効果の発現には時間が必要であることも考慮し、モデルサイトの

モニタリグは長期的なスパンで効果を見る、という観点からの効果把握をすべきであろう。なお、モデルサ

イトでの活動に対する予算は限られているため、活動の規模に見合ったモニタリングとなるよう留意を要す

る。 

  調整チームは定期的な指導、活動チェック、審査等 5つの役割が定められており、TOR は明確。ただし、

その機能強化は、大きな課題として、取組むことで賛成である。 
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4. その他、日程等 

・中国側の合同レビューチームは、全婦連より向陽氏、劉静氏（四川省婦連からの出向者）、遊永恒氏（四川師

範大学教授）の計 3名を予定。 

・中国側の合同レビューチームは 3名とも、18日の北京での協議に、参加する。（遊教授はこれから依頼して

調整する） 

・向陽氏は、14日より四川での調査に参加。 

 

 

 

面談記録 

日 時 2011 年 11 月 10 日(水) 午前 15時～午後 17時 

場 所 四川崇州市 崇州食堂 3階会議室 

中国側 楊亜群（崇州市委員会常任委員）、劉 蓉（崇州市婦連主席）、周艶瓊（崇州市衛生局副局長）、

楊華（崇州市教育局副局長）、戴幼群（崇州市疾病予防管理センター医管室副主任）、王旭芳（崇

州市婦連副主席）、他・婦連メンバーと中核人材 15名 

日本側／ 

調査団 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、夏雨（JICA 専門家アシスタント・業務調整）、 

李忠金（通訳・翻訳）、小島京子（評価分析、コンサルンタント）、 

 

概 要 

会合次第 

双方の自己紹介ののち、調査団よりレビュー調査の目的、日程、レビューの方法等の説明がされ、続いて、

関係者からの活動の報告、 後に意見交換が行われた。 

1.四川省崇州市婦女連の報告 

（進捗）崇州市が本格的にモデルサイトでの活動を開始したのは今年の 2月、活動は 9カ月足らずである。こ

ころのケアの講座提供では、広く一般市民を対象とするより、対象を絞り、対象のニーズに合致した講座を提

供している。崇州の活動は市政府の協力が大きい。 

2010 年末 こころのケアのメカニズムづくりを測るための調査 

2010 年 12 月 省婦連への活動計画提出 

2011 年 1月 モデルサイトに正式選定される 

2011 年 2月 調整グループ正式設置、活動開始 

2011 年 2月 23日 調整委員会、婦連、教育局、衛生局、市政府など 30名を対象に、こころのケアについて

のセミナーの実施、併せてマスメディアを通じての広報、 

展示・配布資料による広報、家庭訪問による啓発、マニュアル配布による知識提供、など。 

 2011 年 10 月現在までに、25名の中核人材の育成（基礎知識の研修） 

 2011 年 1月 全婦連(向陽氏)、日本人専門家、JICA 職員が、こころの村、人民病院を視察 

2011 年 2月 22日 24 日 衛生院 24か所、衛生サービス室 2か所、市レベルの衛生所 4箇所を対象とした、

カウンセリングとこころのケアについての研修会の開催。 

  研修会の講師は、負傷・退役軍人病院（精神専門病院）のカウンセラーである王春先生。収集しにおける

心理ケアの活動は、上病院が活発な役割を見せている。 

 2011 年 3月 民間企業を対象とした「婦人デーの祭典」にて 80名を対象に、王春先生による、こころのケ

アについてのセミナー開催。  

2011 年 3月 21日 元通小学校の子どもたちへの防災教育の授業の提供。 

2011 年 5月 高校生（大学受験生）への、市婦連によるこころのケア講座。受験のプレッシャーの軽減の方

法を提供。教育生育委員会は、中高教育の枠組みで、流動人口の多い居住地に「寸草こころ（ささやかな心

づかい）」というスペースを設け（児童館・学童保育に類似した環境）、女子生徒を主な対象としたこころの

ケアサービスを提供を開始。 

2011 年 10 月 ソーシャルワーカーの機能の発揮、モチベーションの高揚を狙い、60の郷と鎮のリーダーを

集めセミナーを開催。 

（課題）以下 5つの課題を指摘したい。 

１．  対象地の広報の頻度、範囲が十分でない。 

２． 家庭(居住世帯)が地理的に広範囲に点在しているコミュニティがあり、セミナーやイベント等への参加

が難しいという条件の制限がある。 

３． こころのケアを担う教師を対象とした講習・研修は、一貫性のあるものとすべき。 

４． 学校やコミュニティの中には、保護者を対象とした勉強会や心理室が、十分に整えられていない所もあ

る。 

５． 学習成績をこころのケアより優先させる教諭がおり、子とのコミュニケーションが苦手な親もいて、心

－　 －176



 

理室の活用が十分でない場合がある。 

（アウトプットと波及効果） 

 ・100 人以上が研修に参加し、基礎的な知識の基盤ができたこと、理念や知識が広報され啓発が行われ、市

民の心理健康についての意識が高まっているのは効果である。 

 ・インパクトとして、婦連内の担当外部署における、知識の普及とこころのケアへの意識の高まり、それら

部署での活動へのこころのケアの広報活動の導入などがある。 

 

2.教育局からの報告 

教育局のこころのケアに係る活動の成果を、3点から報告する。 

①心理室 

学校ごとに心理室が設置され、市内 4箇所には健康教育基地を設置した。そこで、市政府の財源による「こ

ころのケアセミナー」が行われている。 

②教職員を対象としたカウンセリング教育 

教職員の中で、今年、カウンセリング資格クラス B（四川省公認資格）を 23名が取得、国家資格を 11名

が取得。これらはプロジェクトも関連する効果と言える。全員ではないが、取得者にはプロジェクトの研修

を受講した中核人材が含まれ、研修による技能・知識の向上が明らかに認められた。3段階の指導体制の構

築 

④ 3 段階の指導体制 

  こころのケアの普及は、成都市政府から崇州市へ、崇州市から各学校へと、3ステップで行われており、

このしくみは固まりつつある。学校における、定量的・定性的な評価は、今後行う想定である。現在、5校

を実験校に指定しており、生徒、保護者、市民のこころのケアに対する認知度の高まり、コミュニティにお

ける健康教育の質の高まりなども図る。心理室については、ハード面での整備は広がりつつあるが、スタッ

フなどソフト面ではこれから手配すべきことが多く、スタッフが担うカウンセリングの基準設定、日常業務

とするための環境づくりなどが必要。 

 

3.衛生局からの報告 

衛生局の活動は、4つの側面が挙げられる。①市政府が、こころのケア事業を重視し、本プロジェクトへの

リンケージが可能となり、5つの鎮(重度被災地)での活動を展開した。②実施体制では、行政組織から末端ま

でに、サービスを整えており、市民病院、疾病予防管理センター(CDC)、郷鎮衛生院に心理相サービスを開始し

ている。活動では、負傷・退役軍人病院（精神専門病院）が拠点となっている。（同病院ではカウンセラー国家

資格 2級以上取得者が 6人従事している） 崇州市の CDC の「健康教育・生活習慣病管理課」にこころのケア

の専属部署を設けた。③医療従事者向けの研修を強化し、被災地のハイリスクグループ（被災が大きく影響も

大きかった人たち）へのケアを提供している。 後に、④健康教育を強化した。 

4.市政府からの報告 

市政府は、こころのケアと本プロジェクトを非常に重要と考えており、調整委員の選定・設置に尽力した。

市婦連内にプロジェクト事務所が設けられ、25名の人材に研修、6回の市内のこころのケア講座や市民とのイ

ベントの開催など、多様な活動の進展がある。改善点として以下 4点が挙げられる。①プロジェクトオフィス

の機能を強化すること、②ケアサービスの質を高めること、③研修の範囲を広げ技能育成を強化すること、④

質的向上に対する取組を工夫すること、である。 

各部門の連携と中核人材の資質を活かして、より活動が進むよう、市政府は全面的に支援する所存である。

5.質疑応答 

（堤専門家）言及されたカウンセリングの資格級について御説明願いたい。 

（教育局）成都市教育局の基準として B級、C級があり（A級はない）、全国統一のものとして国家資格がある。

技能レベルの高い順は、国家資格、C続いて Bである。C級の取得はクラス担任になるための要件として義務

づけられている。プロジェクトの研修内容に、資格試験の内容を反映させることは、受講者つまり人材のモ

チベーションにもなり資質を測る者ともなると思うが、現在の状況はどうか。 

（教育局）研修内容への資格内容の反映は、効果的なテーマである。現在はその工夫がなされてはおらず、今

後の検討事項となろう。 
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ケア現場の視察と従事者ヒアリング結果（四川省崇州市：心理室、小学校、病院) 

 

 心理室（心理ステーション） 

年月日   2011 年 11 月 11 日   （午前）11時～ 

場所 四川省広元市 崇州市 街子鎮 上元村 

主な面談相手 心理室のカウンセリング担当者 3名（鎮婦連・婦人会長、郷婦人会員、高校心理健康教師

の 3名、研修受講経験かつ予定者） 

ステーションの所有者・管理維持を担う鎮長、郷長(村長) 

日本側／調査

団、同伴者 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（専門家アシスタント・業務調整）、

小島京子（評価分析、コンサルンタント）、崇州婦女連の方々。 

 

【設置・管理、業務形態】 

設立年月 2011 年 1月に設置、3月より活動オープン 

スタッフ数 女性スタッフ 2名、女性ボランティア 1名（高校教員） 

勤務形態 主には土日、ほか必要に応じた日（3人とも平日は仕事あり） 

勤務時間 固定はせず、適宜。1人のカウンセリングは一回 1時間位。 

【環境の観察】 

人口 鎮人口は 3万 2千人、郷人口は 3千 2百人 

清潔・整理整頓 非常に清潔、非常に整理整頓 

設備 電話  PC  机・椅子  書類棚 

立地 居住区に立地（震災後、居住区が周囲に開発され急発展した地区） 

その他気づいたと

ころ 

受付室の隣室・奥にあるカウンセリングルームは、暖かい色とクッションのソファ

と椅子が置かれ、壁の張り紙を工夫するなど、落ち着ける雰囲気である。図書室、

青少年のための集会所の 2室が同じ敷地内にあり（隣接）。 図書室には、近所のご

家族が来て自由に読書を楽しめ、敷地内の広場には卓球台や遊具もあり子どもが遊

ぶことができる、訪問しやすい環境である。 

JICＡの供与 心理室の机・椅子、ＰＣ等事務機器、書棚、図書室の机・椅子・書棚、図書等 

 

【カウンセリング担当者ヘのヒアリング】 

１． 心理室の利用方法、スタッフの活動方法は？ 

 (回答)先ずは市民のほうから相談のため来室し、続いて電話相談に移る、ことが多い。 

 利用者が来室  利用者からの電話相談  まれにスタッフが家庭訪問 

 

２． これまで心理室を利用者した（支援をうけた）方の数は？ 

(回答)厳密な人数は把握しておらず、 近は一日辺り 10名ほどが来訪。 

 

３． この半年で、心理室の利用者や、サービスの問い合わせは、増えていますか？ 

(回答) はい、明らかに増えている 

 

４． 相談者、相談内容を伺っても良いか？ 

(回答）自分の相談をする成人が一番多く、子ども・未成年は家庭での悩みを相談する子が多い、成人女性

がご夫婦・家庭の相談、育児についてなど、様々。 

 

５． 学校や病院などとの、連携があるか？ 

(回答）学校とのネットワークがある。学校や村役場より、心理室のほうが話しやすいということもあるよ

うで、そちらに紹介されて来る者もある。 

 

６． 心理室外で、（プロジェクトによる）心理ケアやカウンセリングに関わる研修を受講したことがあるか？

研修内容はその後の心理室での業務に役立ちましたか？ 

(回答） はい/研修を受けた(3名とも）    役に立った、具体的には(以下） 

・ケアの認識が高まり、カウンセリングの技法が豊富になった。 
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・心理室に子どもたちが家庭にいると感じられ・心を開ける環境をつくるという方法論。 

・冨永先生のリラクゼーション法。先ずリラクゼーション法を用いて、相談者のこころと身体と脳をリラッ

クスさせるのが大事ということ。相談室(心理室)に来て、気分がずっと良くなるように、また悪くなって

帰るということのないように、配慮すること。 

・来訪者へは、辛抱づよく対応するということ。 

 

７． カウンセリング業務で、苦労することは？ 

(回答）相談者のなかには、心を完全に許さない（うちとけない）人がいる。そうした場合は、次のステッ

プに移るにはどのようにアプローチしたら良いか、悩む。 

 

８． 悩んだときに、専門的に相談できる相手はいるか？ 

(回答）同業の仲間や中国人専門家に話すが、決まった相談相手がいるわけではない。技術相談についての

仕組みを作るのが良い。 

 

【鎮長さん、郷長さんのコメント】 

・心理室という場があるのは、市民にとって良いこと。経済発展・都市化とともに、家庭の悩みや子どもの悩

みが増えており、ニーズに応えるものである。 

・心理室の立地も環境も非常に良い。鎮には 8つの村、2つの村落があり、同様のステーションがもう 2か所

あればいい。 

 

 

 小学校 

面談年月日  2011 年 11 月 11 日（午後）15時～ 

場所 元通小学校、四川省広元市 崇州市 元通鎮 

主な面談相手 こころのケアの授業を担う教師、副校長先生、校長先生 

授業に参加している子どもたち（6年生、男女 40名） 

日本側／調査団

及び同伴者 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（日本人専門家アシスタント・業務

調整）、小島京子（評価分析、コンサルンタント）、崇州婦女連の方々。 

 

【「こころのケア」授業観察】 

授業科目 崇州市教育局の基準に基づく「心理健康教育」科目の授業科目として週 1回 1コマ行ってい

る。 

授業時間 通常 40分 

授業運営 ツールは、PPT、BGM、エピソードの配布資料。教師が 8人 1グループ、計 40名の生徒に語り

かけ、意見を引きだし、感じたこと考えの分ちあいをファシリテートする。 

 

【教師へのヒアリング】 

1. 学校において「こころのケア」を担当するのは何名ですか？ 

（回答）2名。心理相談室を主任している副校長先生、及び数学教師の羊林先生（上授業を担当した中核人材

の方）。 

 

2. これまで心理ケアに関わる研修を受けたことはありますか？ 

（回答）羊林先生：中日プロジェクト(本プロジェクト）の研修。 

    副校長先生：成都市心理健康教師訓練研修。 

 

3. 見せていただいた「こころのケア」の授業構成や運営では、どの程度、過去受講した研修から知識等を

得ていますか？ 

(回答） 

（羊林先生）冨永先生から学んだ「リラックス法」、三澤先生から学んだ教授法理論（遊びながら参加を促し

ながら授業を進めるという、教育理念）を取り入れた。効果的に生徒の動きを引き出し、自分(教師）と生

徒の互いの力を活かしあいながら、相互参加するとなるよう、留意している。 

（副校長先生）事例(エピソード）を子どもに紹介する方法。 

 

4. 研修で学んだけれど、実践では使えなかったということは、ありましたか？ 

（回答）今までのところ、分からない。 

 

5. 成都市心理健康教師訓練研修など、既存の研修と中日プロジェクトの研修の差はありますか？ 

(回答） 
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（副校長先生）成都市の研修は、より広い対象をとり、6年生とか 1年生とかに特化しない。中日プロジェク

トは、専門性が高く、ターゲットを絞る。 

（羊先生）どちらも理論と実践を重視するが、中日プロジェクトは知識を重視しながらも、とりわけ防災教育

に力を入れているように思う。成都市の研修は、子ども・学校・家庭に対象を絞ったもので、校内のできご

と、保護者や市民との関わりという点を、授業で重視する。 

 

6. 心理相談室を設置されていうことですが、カウンセリングはどのように行っているのですか？ 

(回答）通常、クラス担当の先生が、担当生徒で気に懸る子ども・心理室での相談が必要と思う生徒がいれば、

子どもへ声をかけて相談室に行くことを勧める。その後、子どもが相談室を訪れる。 

 相談内容は、高学年の場合は家庭の悩みが多い。相談方法は、個別の 1対１。 

 

7. カウンセリングや、リラックス法を体験した子どもに、良い変化(効果)が見られますか？ 

(回答）良い変化が見られる。リラックス法は子どもにも教師にもすぐに実践でき利用し易い方法。 

 

8. 学校では、防災教育をされていますか？いつから（四川 川地震以降或いは以前から）ですか？  

(回答）防災教育は、震災以前より、心理健康教育の一つである「生活・生命・安全」の授業科目で行われて

いる。 

 

９. 今後のプロジェクトの研修で取り挙げる授業など希望は？ 

(回答）ソーシャルワークや医療分野の授業も、教育に役立つ技能があれば、受講してみたい。 

 

 

 病院 

面談年月日  2011 年 11 月 11 日 （午後）16時 30分～ 

場所 四川省広元市 崇州市 

病院名 四川省人民病院 崇州分院（第 3次病院）（2010 年 9月に 3病院が統合） 

主な面談相手 院長先生、心理診問室の担当医、他医師・看護師 

日本側／調査団及

び同伴者 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（日本人専門家アシスタント・

業務調整）、小島京子（評価分析、コンサルンタント）、崇州市職員、崇州婦女連の方々。 

【病院・心理問診室の情報】 

病院情報 総合病院だが、精神科はなく、心理診問室は所属科なしで、2010 年 9月に開設。ベッ

ド数 500 床、外来数 1500 人／日 

心理診問室の、利用

法・料金 

外来のみ、カウンセリング料は時間に関わらず一律 5元。相談が主で薬剤処方はしな

い。薬物治療が必要な場合は精神専門病院を紹介。 

 

1. ご担当の診療科を受診される、患者さんの年齢層、疾病種を、お聞きしてよいですか？ 

(回答）・年齢層（学生、農村部の人が多い）、疾病種（焦燥症／PTSD、軽度鬱の人が多い） 

 

2. これまで診療された患者さんの中に、幼稚園・学校、役所、心理室、心理カウンセリング・ボランティア

から紹介を受けて来られた方は、いらっしゃいますか？ 

(回答） いいえ／把握していない 

 

3. 四川 川大地震後に、市民の方々の精神保健や心理的な治療に対しての意識は、変わったと思いますか？ 

(回答） はい（関心は高まっていると感じる。相談数が増えている。） 

 

4. 病院・診療所の外で(プロジェクトによる)研修を受講したことが、ありますか？ある方は、研修の内容は、

その後の診断・治療に役立ちましたか？ 

（回答） はい、本邦研修を受けた。一部応用できた。科目は「疾病の診断と治療」。 

  

5. 精神保健の治療やカウンセリングを、病院・診療所で続けていく上で、運営面や技術面で、改善したいこ

とは、ありますか？ 

（回答） はい  

 ・疾病の診断と治療彭の詳細、疾病分類などについて。 

 

6. 心理診問室のカウンセリングで、判断に困る場合の、相談先は？ 

(回答）精神専門病院の医師。 
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面談記録 

日 時 2011 年 11 月 14 日（月） 午前 9時 30分～12時 

場 所 四川成都市 5階会議室 

中国側 向陽、劉静（全婦連）、遊永恒（四川師範大）、黄莉、銭暁蓉など 11名（四川省婦連）、黄小林（四

川省衛生庁応急弁公室）、曹 （四川省成都教科院）、代亜梅（成都市婦連） 

日本側／ 

調査団 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、夏雨（JICA 専門家アシスタント・業務調整）、 

李忠金（通訳・翻訳）、調査団員 7名 

 

概 要 

会合次第 

双方の自己紹介ののち、全婦連および調査団長よりレビュー調査の目的、日程、レビューの方法等の説明が

され、続いて、関係者からの活動の報告が行われた。 

１．四川省婦女連の報告 

教育、衛生部門との共通努力のもと順調に進んでいる。プロジェクト管理も規範化されてきた。 

１．成果は以下 5点。 

 （１）チームづくり、実施体制を整備した。2009 年 4月に省委常委・総工会主席のもと R/D 署名。プロ

ジェクト執行弁公室を設置したほか、四川師範大、四川大学華西病院の専門家チームの結成。専門家オフ

ィスを設置。各 2サイトを指導しており、サイトごとに PJ調整チームを結成し、プロジェクトオフィス

設置。PC、コピー機、カメラ等を供与し、数名のスタッフも傭上。 

 （２）枠組み（5年計画）の策定に取り組み、科学的指導と実施に参画。成都、徳陽、広元に出向き、被

災者のニーズを確認。2010 年 3月、PDM づくりを行った。10月、11月にはモデルサイトでワークショッ

プを行い、PDM 目標と内容を周知させた。両サイトは活動計画を策定した。 

 （３）中核人材向けの研修を実施。被災地の中核人材のレベル向上のため、様々な経路を通してリソース

を収集。事前セミナー＋現地研修 5回で 300 名以上が四川省から参加。ニーズを満たすことができた。理

論、現状分析、業務経験の紹介など盛りだくさん。被災者は分野ごとにディスカッション。受講者は様々

な視点から新たな認識を得た。4階の訪日研修により 29名が四川省から婦連幹部、医師等が参加。研修

内容は理論、知識の他、視察など。日本のこころのケアのメカニズム、状況を学び、レベルアップした。 

 リソースを広げ、研修領域を拡充。「四川省婦連児童工作部プロジェクト研修会」を小学校教師向けに遊

先生の支援も得て実施。5回 500 人以上育成した。省内の婦連リソースを取り込み、4億元以上のドナー

資金を収集。研修、交流のプラットホームを形成。 

 （４）モデルサイトごとに研修会を実施。4階の研修で 1000 名以上育成。剣閣県では 350 名の大学生、

村リーダーに心理健康知識講座を実施。①モデルサイト政府はプロジェクト活動を重視し、婦連、教育、

衛生に協力するよう要望。剣閣県「こころのホーム」では会議、研修、広報活動を進めている。②心理健

康知識の宣伝活動を実施。放送媒体で 15日間の活動を実施。8万部配布。崇州市は 1万部配布。70％ぐ

らいカバー。③心理室「こころのホーム」を設置。ハード整備の統一的な基準を作った。プロジェクト成

果とすぐにわかるよう、標準的なものでなければならない。④こころのケア活動を実際に展開している。

中核人材の役割を生かし、健康知識の講習会、こころのホームで計 6000 人の来訪者を受入れ。15回の講

習会を実施。こころのホームでは、授業の後の黒板の跡が残っている。講習会は四川省人民病院の医師を

招き、いかに幸せな生活を送るか伝達。来訪者に対するマッサージ・針を行い、ストレス解消を行った。

想像性ある活動として評価されている。保護者向けの知識伝達を行った。 

 （５）モニタリング、プロジェクト管理を規範化。省婦連としてモニタリングを重視、モデルサイト活動

方案、プロジェクトオフィススタッフの職責、研修経費報告の注意事項を文書で伝達。ファイル管理等明

確な要求を出した。モニタリング時に必ずデータを残し、プロジェクト効果を測れるようにしている。 

 

２．これまで得られた主な成果は以下の 5点。 

 （１）中核人材のチームづくりができた。こころのケアチームをつくり、こころのホームを良く運営でき

る。研修参加者は 1000 名以上。心理室、保護者会では知識を伝達。カウンセリング活動を行ったが、中

核人材が積極的に参画。 

 （２）こころのケア場所を設置した。児童友好家園を 42か所設置。中核人材の役割を具体的に果たせる

場所。リソースの整合が進み、UNICEF などの色んなドナーが参画。何崇本先生（香港大）の児童心理援

助室は 12か所。留守児童 3 の家を 20か所。これらを通し中核人材の役割を果たす。 

 （３）心理健康知識普及の環境づくりができた。省政府や各サイト政府が非常に重視しており、こころの

ケアの環境づくりが進んでいる。多くの人がこころのケアの概念を受け入れつつある。 

 （４）こころのケアの協力のための仕組みができた。婦連、教育、衛生、そのほか（党青年団など）の横

                                                   
3  中国語の「留守児童」とは、親が出稼ぎに出ており、親が不在する自宅で留守番をする子ども、を指す。 
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断的仕組みが効果的に機能している。 

 （５）愛の精神を大々的に宣伝したい。こころのケアには愛の養成が必要。傷つけられた心理のケアはコ

ミュニケーションから始まる。愛の精神を強調し、無償奉仕を推進。中核人材は知識以外に愛に関連する

活動を実施。学んだ知識を通し、被災地の婦連、子どもを助けている。こころのホームでは、被災により

性格的影響を受け、閉じこもりになった子どもを集め、チームで手をつないで円を描いて、愛の精神を伝

えた。愛の気持ちを分かち合った。笑顔が出てきた。子ども達の無邪気な笑顔はホットスポットだった。

以下に長くこれを続けられるかが仕事。愛の精神では日本に対する恩返しの気持ちを持ってもらいたい。

東日本大震災で 10万元の寄付金を出した。 

 

３．提案 

 （１）中核人材の研修受講人数が少ない。5年で 1000 人以上育成する計画。中核人材研修の様式は訪日

研修と現地研修のみ。毎期の研修班は予算を結構費やしている。四川省での 3回の研修で研修経費は個人

的にもっと多くの人を養成できると思っている。もう少し工夫し、費用を受講者に投入してはどうか。研

修範囲を広げる努力をしてはどうか。中核人材に限定しているが、範囲が狭くなる。研修人数が少ない。

残り 2年半でなるべく多くの中核人材を養成したらどうか。ドナーの取り入れを努力している。プロジェ

クト経費はなるべく中核人材育成に活用したい。綿陽、徳陽、アバは深刻な被災地で固定人材以外にプロ

ジェクト研修は受けられず、恩恵は限られる。プロジェクト成果をいかに幅広く普及するべきか。 

 （２）プロジェクトにより恩恵を受ける地域が限られる。県・区レベルのモデルサイトだが、これだけ被

災範囲が広い。狭すぎると波及効果の問題が出てくる。プロジェクト投入は限られており、モデルサイト

に対する投入は十数万元。広報活動、モデルサイト研修、カウンセリング団体活動の主催と実施のために

は少し不足している。モデルサイトに行く度にもっと投入を増やしてもらいたいと要求を受ける。剣閣県

は 124 ドナー、4億元入っている。ドナー間比較をしており、JICA の投入度合いを増やしてほしい。 

 （３）婦連幹部の能力向上。プロジェクト研修はメンバー固定化しているが、婦連の数多くの幹部が実施

にあたっており、児童部以外にも他部署が関わるが、研修はそういう人たちを対象外とした。省政府以外

に使える予算は限られている。三つ星ホテルなら研修経費はあまりかからない。なるべく資金を合理的に

使いたい。 

 

４．今後の予定 

 （１）中核人材の研修を継続発展させて実施。被災地婦連、教育、衛生分野の国内、本邦研修を行う。ド

ナーを取り入れる努力をする。末端で色々な研修を行い、中核人材チームを現場で強化したい。 

 （２）モデルとしての指導的役割を重視し、モデルの波及効果を発揮したい。2サイトの点から面にカバ

レージを広げたい。今後 5-6～20 箇所へ拡大してほしい。当初のモデルサイトは深刻な被災地。他の 3つ

の深刻な地域である徳陽、綿陽、アバはモデルサイトがない。四川省での投入は 2000 万元以上（？） 一

連の教材を成果として残し、経験普及も行いたい。その結果、省政府リーダー重視するようになった。波

及効果を 大限生かしたい。 

 （３）専門家を集め教材づくりに取り組みたい。現場ニーズに見合った教材を作りたい。無料でこころの

ケア従事者に配布したい。結果的に被災地のケアをより基準化させたい。PDM の主な内容。 

 （４）経験をまとめ、今後の形式を模索。より踏み込んで、被災地でモデル構築したい。当初の現状に見

合い、ターゲットを絞り込んだ管理メカニズム構築を行いたい。 

 

２．衛生庁からの報告 

 2009 年に本邦研修に参加。被災後のこころのケアのメカニズム、ボランティアの支援、社会財団の支援、

政府重視、学校訪問について理解。学校は被災の際に防災教育、災害発生時にどのように自ら救うか理解。

とりわけ日本は長期にわたりこころのケアに従事。四川も長期的に行わないといけないと認識。四川省は

日本より被災範囲が広く、支援ニーズのある人も多い。長期的計画が必要。政府主導で専門機関が主体と

なり、全社会が参加するメカニズムを作りたい。各部門の協力の中で婦連が衛生関係者に対し大きな力を

注いだ。一層の協力強化をしたい。人材育成の中に衛生関係者を取り込みたい。 

 チームづくり。日本のこころのケアのチームづくりは非常に整っている。四川は専門的に心理的援助を行

う人はそんなに多くない。平常時から不足しており、被災後さらに不足があらわな問題となった。被災地

ではない医療関係者を組織して被災者に送った。被災地と支援地域との一対一の支援。 

 中国は防災の面に関する意識が高くない。セルフケアの意識。日本のこの分野での知識を学んだ。省政府

は緊急対応被災訓練を来年の 5月 10日から行う予定。次のステップとしては婦連と協力していきたい。

 

３．教育庁（成都市教科院）からの報告 
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 小中学校の心理健康教育を担当している。まず関係者に感謝。遊先生は成都市の心理健康教育に非常に尽

力された。 

 （１）2009 年 10 月、本邦研修に参加した。10日間の短い研修だったが、事業の多様な形を通し、日本の

経験を学び、中国の参考になった。研修に参加したが非常に印象深かった。JICA からいく度にわたりメ

ールを受信し、プロジェクトの進捗を受け取った。日本からの関心をずっと受けている。本邦研修の参加

者である羊林先生は普通教師から心理健康教師に成長した。崇州市も婦連とうまく協力し、家庭教育指導

センターの活動も良い。都江堰はトウ部長がリーダーシップをとってきたが、学生への指導、教師育成を

進めている 

 （２）取り組んだことは 2点。教科院の指導、こころのケアの組織、計画を担当。日本の経験を自分の仕

事に取り入れた。研究者でもあり、被災後の研修を担当。遊先生の香港基金による研修に参画。ブン川、

アバ州に一対一の援助形式をとり、26名のトレーナー研修を実施。 

 （３）四川大地震で都江堰と漢中市が激震被災地。プロジェクトは教師と我々に大きな影響を及ぼした。 

①機構づくりの充実化。行政的サポートと技術的サポート 2つある。行政は教育内の宣伝教育処が小中学

生の道徳と心理にあたる。教科院が先頭に立ち、成都市心理健康指導委員会がある。全体の計画、指導を

行う。自身は指導委員会の事務局長。チームとして 10名の中核人材がおり、20いくつかの県・区に専任

者がいる。各学校に心理教師を設置。 

②広報活動の強化。神戸防災センターで計画づくりの重要性を学んだ。まず、地震後の応急的援助段階で

被災後の介入、専門技術者への研修が主体。外部支援チームのサポート。次に小中学校の復旧度合いが大

きく、被災後の混乱から正常な学校に戻りつつある段階。数多くの支援者が離れるが、我々の仕事はスト

ップしてはならない。これに関する計画、文書、制度がある。 

③小中学校の心理室の建設強化。地震発生後、心理室の建設がスピードアップした。当初は心理教育は中

国教育分野で弱い分野であった。しかし重要な仕事。学校でこのような場づくりにより、学校内の心理健

康教育を安定的、基準的に行われるよう、要求を出した。地震後、よりスピードアップ。成都市内はだい

たい心理室がある。カウンセリング室と言わず、こころのホーム、家という名称を使用し、ぬくもりを感

じさせるよう工夫。婦連の考えを取り入れている。多くの学校の心理室は子どもが行きたい場所になって

いる。ストレス発散室、音楽リラクゼーション室、箱庭も用意。 

④部屋だけではなく、機材も整備し、人材の TOT を重視している。地震後専門性のあるカウンセラーのニ

ーズが高まったがカウンセラーの育成が足らない。二段構えで育成するべき。 

１．被災後の専門的トレーニングをどう行うか。被災後直接ケアを提供するスタッフの養成。アジア基金

会、スターバックス等による研修会がある。成都市リソースを省内に派遣。26名のトレーナーをブン川

で育成。こころのケアの教師として一対一で育成。WEB サイトや直接訪問で育成。 

２．学校ごとに専門教師を設けたい。成都市独自に指導員 ABC のランクを設けている。Aクラスはハイレ

ベルで専門性の高いカウンセリング教師であり、モニタリングもできる。Bクラスは現在の心理健康指導

員を対象とし、研修中。学校内で独自にカウンセリングできる人物。Cは担任先生を対象に生徒の心理的

特徴や見分ける能力を身につけるように研修。個別、集団の見分け方、セルフケアなど。 

⑤学生対象に日常的なケアを行っている。自分で対応できない場合は華西病院にリファーしている。四川

省人民病院と連携して、モデル病院ごとに 2名の心理医師を派遣し、学校を指導。予防的にこころのケア

を行うものも着手。対象者は生徒。どのように気分調節するか、クラスメートとコミュニケーション取る

か、挫折教育をするか、学習効果をどう向上するか。 

 自発性が足りないので、これから積極的に行いたい。成都は自発的なチームがある。10年先まで見据え

た計画づくりが必要。中国では 3年の復旧計画は達成している。学校系統では被災後の介入活動しようと

なると、もう影響は無いと先生方は納得いかない。日本のような長期的な計画は参考にするべき。長期的

メカニズムの構築が必要。より専門性のある組織必要。日本から豊富な経験を学ぶ。PCM は災害後、非常

に良いモデル。 

 

４．遊教授からのコメント 

 日本人専門家は専門性が高い。2-3 年経過し、日本のこころのケアの方法が良く伝達されてきた。婦連の

組織作業も苦労惜しまず進めてくれた。婦連は末端とのやり取りが密接で社会福祉的取り組みを行ってい

るので、こころのケアとリンクすることで、現場により近付いたケアが可能。受け入れやすい。医療、大

学などはこころのケアと聞くと心理的拒否感が高い。婦連はサービス提供とリンクして住民に受け入れや

すい。婦連を C/P としたのは成功要因だった。大学と相乗効果をあげる。 

 

 一番多く行われたのは研修。みな、模索中であり、研修の質向上を図ろうとしてきた。研修は重要な内容。

日中協力により、四川、中国においてこころのケアのモデルを構築したい。全国、海外に参考になること

を目標に掲げている。長期的ものとしてとらえている。プロジェクトにより成果品として何か残したい。

この活動を進めるにあたって、全婦連と JICA は先を見越して、仕組み構築、経験を残す、普及すること

を進めている。実際、教育部門が一番良くできている。チームづくりが進んでいる。四川省の心理教育、

なかでも成都は一番良くできている。きめ細かく、チームづくり、質管理、モニタリング、定期的な検討

－　 －183



 

会など。プロジェクトの考え方と手法を取り入れ、元々の作業とリンクしている。チーム、基礎、土台を

持続的にやってきており、地震後急に始めたわけではない。成都の心理健康教育は全国でもトップクラス。 

 医療部門も華西病院、成都病院等、それなりにできている。医療の立場から独自の見かたと考えを持って

いるだろうが、専門性の高い強みがあり、教育部門とリンクして 2つの場が良くできている。 

 今後、婦連が引き続き組織の強みを生かし、普及努力を進めてほしい。婦連は一番大きな調整機構であり、

横断的調整ができる。教育、医療をまたぎ全般を把握してほしい。地震発生後 3年経ち、どのように持続

的にケアを進めるか考えないといけない。地方政府は一部、関心が薄れてきている。難題の一つ。災害が

無くとも、常に色んな危機（自殺等）に直面しており、地震と単に関連するもの、と考えるのは良くない。

こころのケアを日常業務としてとらえるべき。 

 経費不足が問題。被災地のステーションではランニングコストが足らない。研究者も多く、玉樹や都江堰

のチベット族支援をしているが、経費的に翌年の見通しがわからない。今後、どうやって持続的に行うか。

被災地の教育ではない分野を対象にやっていけるか。政府の統括指導のもと行わないといけない。 

 もう少し踏み込んで、崇州、剣閣ともに専門家による指導がついていっていない。モニタリングとフィー

ドバックが足らず、低いレベルでの繰り返しとなっている。活動のやりっぱなし。専門家が月 低 1回視

察するなど、請負制にしてはどうか。モデル構築のため、専門家による指導を行い、絶えず総括し効果を

高めないといけない。 

 研修受講者の数が少ないのは問題ではなく、レベルアップが問題。ちょっと飽きたら新しい内容を取り込

む。日本側専門家に高い期待を持っている。来月 3日間の研修を四川師範大学で行い、日中協力によるフ

ォーラムを開く。学術交流は持続性担保の上、重要。 

 

 

 

面談記録 

日 時 2011 年 11 月 14 日（月） 午前 14時 30分～17時 30 分 

場 所 四川成都市 5階会議室 

中国側 向陽（全婦連）、劉静（全婦連）、銭暁蓉など 5名（四川省婦連）、崇州市、綿陽市、徳陽市、雅

安市の中核人材 13名 

日本側／ 

調査団 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、夏雨（JICA 専門家アシスタント・業務調整）、 

李忠金（通訳・翻訳）、調査団員 7名 

 

概要 

会合次第 

双方の自己紹介ののち、全婦連および調査団長よりレビュー調査の目的、日程、レビューの方法等の説明が

され、続いて、関係者からの活動の報告、意見交換が行われた。 

１．成都市崇州市の報告 

崇州市婦連：王 

（活動報告） 

 5 月から PJ担当。1月から活動開始以降、メカニズムの完全化を図った。1月に PJ調整チームを組織し

た。共産党委員会の指導者がヘッドとなり、市婦連内にオフィス設置し、村では心理ステーションを開設。

ハード整備後、PJ調整チーム会議を開催して計画立案。8月に 3年間の計画を解説。広報範囲を拡大。マ

ニュアル策定して 2000 部を学校、コミュニティに配布。チラシも作成。1-3 月で 25名が研修参加。今後

3名が訪日研修に参加。地元に戻り第 1線で活躍するだろう。 

 教育：羊、王先生の指導のもと着実に進んでいる。学校に心理室が設置され、心理健康教育授業も行われ

た。計画生育委員会も調整チームメンバーとして、心理室「青春時代」を設置。青少年対象に箱庭、スト

レス解散ツールを設置、ソフトを整備。王先生は現地研修に数回にわたり参加。32クラスに対し心理の

集団指導済み。個別相談も実施。 

 衛生：白、朱さんが訪日研修参加。人民病院、婦幼保健院で心理相談サービス。24の衛生院の 50名前後

の従事者に研修実施。 

 コミュニティ：婦連主席でもあり、PJ担当者。現地研修 2回参加し活発に活動中。心理室で子供向けに。

知識を普及した。シンヤン村のみではなく、他コミュニティでも普及。末端従事者に対して研修実施し、

良い反響。 

（提案） 

 会計が複雑。立て替えして省婦連に請求しなければならない。 

 研修は大変良かったが、管理・マネージメント向けの管理知識は少ない。どのように管理するべきか。フ

ァイル管理、表作成など。管理者に対する研修を実施してほしい。研修参加者は大きな役割を果たしてい

るが、人数が少なく枠を増やしてほしい。 
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 特に広報活動のカバレージを広げたい。市 TV局と連携し、専門コラム、番組を制作したい。雑誌社と連

携し、PJに関する広報を毎週行いたい。 

 

徳陽市教育局：唐 

（活動報告） 

 現地研修に毎回参加。大変勉強になった。PJは人間性のある、末端人材のための研修を実施してくれた。 

 5 年前に専属の心理健康教師だったが、教研所に入り、徳陽市内 6つの学校の心理健康教師育成に関与。

国が政策を出し、心理健康教育を強化するようになったが、なかなか進まない問題があった。地震発生後

に重要視されるようになった。市全体の責任者であり、行政の政策制定、教師育成、個別授業の指導が仕

事。いかに科学研究を進め、学校の健康教育授業を進めるかが課題。研究者は報告書をまとめ、行政に報

告する。これは政策の基礎となる。地震後、研究機関を組織し、大学等関係者を集め調査した。自殺への

アセスメントの引き抜き検査をした。学生心理状態の評価。徳陽市の心理健康の政策文書にも参与。本年

7月に徳陽市政府が発表した。検討会で意見交換、交流し、今年は教育部でも報告した。学校の心理健康

教育のための土台となった。 

 チームづくりに力を入れた。2つの形の研修。普及研修。地震発生後 1週間後に市全ての 3万人の子ども

に対し。地震発生後半年以内、援助者が少しずつ入っている。制度化、基礎化するために効果的研修。徳

陽市は計 10回の研修開いた。一部の優秀な心理教師をピックアップした。徳陽市は小中学校ごとに専任

の心理健康教師がおり、いずれも半年の研修を受けた。40名の心理教師は国家資格試験に合格。論文集

も優秀賞を受賞。大学、専門学校で交流してデモンストレーション授業。 

 徳陽市指導グループを設置。住民向けの作業グループも設置。様々な教育研究活動やコンテストを実施。

横のつながりを強化。ムードづくり。自発的に社会各界に働きかけなくてはならない。市書記長も高く評

価した。共産党青年団も教育局と長期的協力関係にある。精神衛生師範校の教育を実施。長期的なプロジ

ェクトは北京大、慈善会、ドナーが入っている。ドナー運営の方法は理解している。先生と学生の傷はだ

いぶ癒された。5/19 西南大学の研究チームが徳陽に入り、第三中学校の教師を育成。綿竹中学校は教育

の質があがっている。教育一等賞受賞。心理健康教師チームの数は増えている。授業に取り込まれている。 

（提言） 

 徳陽は冨永、高橋先生により復旧が進んでいる。研修に末端講師を呼んでほしい。講師は各機関の管理者

が多く、具体的作業は末端で行っている。（末端／現場で働く研修受講生と、研修講師との距離ができる

だけ近く、講師が現場を理解している状態が良い） 

 教材づくり。四川省教育研究所が教材策定した。都市と農村部で深刻被災地とそうでない被災地ではニー

ズ異なる。色んなケースに適用できることを考慮して作成してほしい。 

 徳陽市は 3人しか研修受けられない。現地研修、訪日研修の枠を増やしてほしい。兵庫県は政府の指導で

こころのケアセンターを作ったというが、自ら学びたい。 

 

綿陽市朝陽街道弁：唐 

（報告） 

 活動は単発的でケアのグレードアップにつながっていない。5つのコミュニティを活動の場として指導ス

テーションを設置。コミュニティごとに学校が 1校ある。小中高、職業訓練校、大学等。固定して先生を

養成。党学校教師を呼んだ。末端が対象なので、有名な教師を招き、プレゼンと指導をしてもらった。実

地視察をした。マルチ活動センターを設置。図書室、老人活動センター、子どもセンターの総合的機能。

コミュニティの活動センターが会議室として使われている。コミュニティ向けの管理をしており、コミュ

ニティごとに所在地対象者を見つける努力をする。地震後、年齢グループごとに、被災程度ごと（半壊、

全壊など）に、家庭環境（片親、離婚等）、失業状況などを調査。台帳を作成。伝統的祝日を利用して婦

人、子ども、高齢者を重点グループとして活動。深刻被災地から綿陽にやってきた人たちを歓迎して、自

立更生モデルを形成。唐山大地震を例にとりあげた。災害発生時の衣食住の不十分がないように、全被災

地に援助、恩返しの気持ちを持って実施。祝日ごとに見合った活動をした。高齢者を集め、芸術チームを

つくり、一対一の援助を実施。民族的特徴のあるプレゼントをもって、被災者を見舞った。 

 家出をする子どもがいるとすれば、保護者に対し、学校と一緒に子どもの問題に対応。地震後、程度の差

はあるが傷ついている。地震後、ある男性は奥さんが亡くなったと思い、新しい女性と結婚。元奥さんは

実際生きている。家庭の問題は我々が解決しないといけない。親を亡くした子ども、父親が再婚した場合、

どのように対応するべきか、先生の選択を考慮している。地震後、企業が破産し政府が買収するなど援助。

化学工業企業が 3つあったが地震後、倒壊したので、政府が取り壊すことにしたが、彼らは壊したくない。

彼らはこころの問題がある。リラックスできる場に連れて集団指導をした。政府政策の説明ではなく、こ

ころのケアで彼らをサポートした。個別案件に対し、一つのコミュニティの力が足らない場合、私たちの

ネットワークで問題解決を図った。街道弁は沢山の仕事を抱えている。心理援助の知識を学んでこれまで

解決できない問題が解決できるようになったのが良かった。自身は教師であり、現在婦連の仕事をしてい

る。 

（提言） 
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 末端に対する目的を絞った研修を行ったほしい。目的が明確ではないため。 

 

綿陽市婦連：張 

（報告） 

 研修は非常に収穫多かった。防災・減災の認識が高まった。北川婦連の幹部への研修に生かした。北川婦

連の 4人中 2名が夫を亡くし、2名は子どもを失くし、トラウマから脱出できない状況だった。中国では

一部、就職の場のない人、誰が管理するか明確になっていない。彼らに対して婦連は色々な方法を考えら

れる。中国科学院の竜先生の傾聴の授業が大変良く、仕事に活用した。女性を多く付き合うが、家庭、結

婚問題など沢山抱えている。これまで研修できなかったが、婦連が接する人が家庭問題を抱えており、友

人や親せきに相談できない問題がある。婦連という救い道しかなかった。研修は非常に大事だった。 

（提言） 

 実際の事例、ケース分析の話を聞きたい。どのように接し、問題解決したか。また、中核人材のストレス

発散の方法を教えてほしい。我々はごみ箱のように毎日負の情報が沢山入ってくる。自身が心理的バラン

スを取れなければ、自分の家庭に影響する。ストレスをどのように解消するか教えてほしい。 

 

雅安市教科研：劉 

 道徳事業の教師。2010 年から心理健康教育教師となった。四川省教育庁の発出した 281 号の法令のため、

全ての学校で心理健康室を設置することが定められている。不可能な場合は専任教師を配置しなければな

らない。 

 専門ではないので、何をして良いかわからなかったところ、中核人材に登録された。婦連からの文書があ

り、3分野で人材を特定しないといけないと言われ、今年からプロジェクトに携わることとなった。サイ

トの中で も関与が遅い地域で、研修は 2回しか参加していない。日本側専門家への感謝は省くことがで

きない。 

 地元では多くの人が文句を言っている。人材不足、金不足等。冨永先生、諏訪先生の話を聞いて、リラッ

クス法や先生の真剣な姿を思い出す。全ての不安が消える。研修後、ブログに記事を載せた。先生の写真

を載せた。地元に戻り積極的に仕事を展開。 

 状況を把握し、問題発見し、問題解決する。小中学校の先生が何が得意か調べた。教科所のネットワーク

で、学校に対し、進んでネットワーク内で人材と知り合い、チームが形成された。 

 研修時に不愉快な態度を取った。個別案件でひどい目に遭った。校長先生も心理援助の仕事をして良かっ

た。西安研修時に史先生は私の気持ちに配慮しなかった。私は良い個別案件の一つ。（？？？） 

 まず人材確保した。今年はやりながら勉強する方法で進めた。小中学校の健康教育の四分の一。雅安市全

体で市の優秀事業の展示会を実施。羊林先生や四川師範大の遊先生のような授業だった。交流で励まし合

った。 

 感謝の気持ちをテーマにする活動をした。雅安市は各方面から支援受けた。仕事重なっている。民政部門、

医療機関など。婦連は多くの機関の仕事を整合する役割をもっている。香港大学の先生のプロジェクト、

心理援助ステーションなど。省婦連からも評価。ボランティアに来てもらい、身内のない高齢者に対し、

冨永先生のリラックス法を教えた。どのような話をどの時点で言えばよいか、どのような話や行動を取っ

てはいけないか、意識が強くなった。 

 雅安市はモデルサイトではないが、専門家を連れて来てほしい。中間時点を過ぎたが、全体的に計画し直

した方が良い。毎年 2回の現地、訪日研修だが。中核人材のレベルにバラツキがある。専門家もいれば、

素人もいる。レベルの異なる人にいかに収穫を得ることができるか、カリキュラムを考えていく必要があ

る。 

 研修内容を通達時に細かく教えてほしい。どのような内容の研修か、わかっていれば、前もって予習でき

るため。 

 

雅安市精神病院：彭 

 自身は医療従事者。病院は心理援助の主体。地震後、CDC、衛生サービスセンター、警察コミュニティと

連携して組織化された。長期的な計画づくりを実施。こころのケアの指導を実施。集団指導、心理調査を

した。末端に自ら行き、教育活動を実施。末端の人を病院に集めて専門的研修を実施。今年 3-6 月、精神

保健センターは 3つの深刻被災地の末端の心理衛生従事者に研修した。病院で集中研修し、北京専門家に

来てもらった。 

 目的は末端で知識普及すること。早い段階で病気を発見すること。防災・減災の知識を普及すること。多

くの人が現実を受け止めるよう環境を整えた。 

 力不足。研修には心理危機介入の内容を含めてほしい。事前対応は事後より大切。 

 

徳陽市精神衛生センター：羅 

 主に研修と具体的介入、第一線の支援者への介入。市レベルのネットワークづくり。郷・鎮・県の各レベ

ルに専門心理士を設置。 
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 末端医療関係者（村衛生室）、市・県レベルの基礎的研修を実施。精神病の恐れのある状況。毎年 2回の

モニタリング。どれぐらいの人をリファーしたか。能力向上。基本的精神障害や人格障害、良く見られる

精神上の病気の見分け方を教えた。どのような問題があるか交流した。公務員幹部に対する研修を実施。 

 介入について、大澤・田中先生の講義を聞いて、末端で研修を行うときに目的を絞って女性、子ども、身

体障害者、高齢者を重点としてターゲットにすることにした。2900 人に介入し記録もとっている。警察

や消防士にリラックス法の研修を実施。ネットワークづくりにより、市、県、郷、鎮の 4レベルのネット

ワークを形成。精神病院がよりどころ。情報も末端から上にあがる形。抽出検査できるよう、電話番号を

ファイリング。 

 毎年 2回モニタリング。末端医療従事者を集め、市保健センターでストレス解消。我々市人材は省でスト

レス解消。モニタリングは末端医療従事者に対するストレス解消法を教えてほしい。 

 

崇州市元通小学校：羊林 

 研修を受けて授業と教師研修に生かした。①良いニュース。崇州市の活動はうまくいっている。次ステッ

プとして、計画づくりをしている。自己査定の中で問題に気付いた。点から面までの広がりが大事。 初

は収集資料によると、60-70%で 85%には距離がある。方向は決まった。広報活動の重点はリスクある人た

ちへ。解決法を広報の重点とするべき。専門家が中核人材を育成し、中核人材が末端ボランティアを育成

するべき。末端人材を研修に参加させたいが不可能なので、今後、さらに中核人材を育成するべき。 

 市は 67万人人口抱えている。全ての人口に恩恵がわたるべき。全ての人が恩恵を受けるよう努力したい

が、大変な仕事なので、変換したい。今後、重点はリスクの高い人へのケアがメイン。被災のひどい地域

の人たちなど。 

 防災教育の徹底。留守児童や女性に対する家庭教育と心理的介入を行う。身内のない高齢者に対する介入

をやってみないといけない。 

 教育局は市の授業に対し視察を行った。担任の先生に対する検査をした。 

 持続可能な発展の目標はどのような対象にするか。中核人材の研修を全面的にできないものか。教育分野

の人とは良く付き合うが、コミュニティの人とどのように接すればよいかわからない。 

 

コメント 

冨永先生： 

 研修方法について、事例を増やしてほしいとのことだったが、同感。WSと事例を半分ずつにして、中国

の参加者が事例や授業実践を持ってきて、徹底して議論することが実りのあること。 

 支援者へのストレスマネジメントも大きなテーマ。大澤先生が行っているが、病院看護師に 5セッション

の対人マネージメントを行っている。プログラムを紹介する時間が短いので、事前に翻訳してエッセンス

だけ伝え、実践したものを持って討議する方法も良い。 

 心理危機への対応の研修について、大きな事件、事故の対応を教えてほしいということか？（→その通り。）

12月に日中事例研究会 3回目を四川師範大で行うが、昨年事件後のこころのケアの実践を話した。ニー

ズがあればセッションに含めたい。 

 研修は既にこれまでスタンダードを提供してきたので、個別の事例に関するディスカッションが有用。実

践事例集（災害、事件・事故、日常編など）を作成できたら良い。 

 プロジェクトの成果をどうアセスメントしていくか。子どものトラウマやストレスがどう減っているか。

地域住民のこころのケアへの意識がどう変わっているか。中核人材がどのようにスキルアップしている

か。何らかの形で数値化して発表していくべき。いずれも信頼性と妥当性が求められる尺度構成（アンケ

ートづくり）が必要。子どものトラウマのアンケートは既に取っているので、時間をおき同地域で行うの

が良い。他のアンケートは中国科学院が国際的レベルで行っているので応援を頼み、住民の意識調査の尺

度、人材の能力尺度を作成し、効果検証に繋げていくことができれば、世界にプロジェクトの意義を発信

する大きな力になるだろう。 

 

中根先生： 

 研修プログラムについて、既に基礎的な知識を持っているので、アドバンスコースで事例を扱っていくべ

きと考える。プログラムとして、基礎、アドバンス、ケア従事者が集まって話し合えるカンファレンスを

継続的に開くのが良い。こころのケアにあたっている人同士のストレスカンファ、ストレスコーピングに

も役立つ。 

 エビデンスの積み重ねが今後は重要になってくる。住民の意識変化やスキルアップの度合いが可視化され

るのは重要と思う。実際活動しているこころのケアホーム等の施設の利用状況を数値化すると、活動自体

のアピールにつながるだろう。 

 こころのケアにあたる時にどのような経路で来訪するのか？来た人だけにアプローチするか？ お会いし

て問題が大きく、自分で対応できない場合、医療機関にどのようにつないでいるか？（→いくつかの系統

がある。研修実施時に参加者が多く、構成もまちまち。研修に来て基本的内容を受け、普段接している人

と初歩的な見分ける能力を身につけてもらい、リファーにつなぐ。PTSD 測るリストを研修時に配布。身
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体の不都合を量化して、専科病院につなぐ。公務員、行政、リーダーへの研修でも同じようにやった。危

険性が潜むグループの発見を。状況にあわせてリファー。基準は中国衛生部で統一的リストがある。教育

やソーシャルワークでも使用する簡単な 21設問。） 

 日本ではこころのケアが必要と言うと偏見や差別が生じる。（→タブーとなっている。周りの人にこころ

の病があると言われると怖い。来訪者を尊重した上で、専門医に診てもらった方が良いと助言する。病が

あると絶対に言ってはいけない。専科病院でも不都合な症状はあるか、と聞く。こころのケアをしていく

中で機能的病気であることを伝える。学校では保護者が敏感で自分の子どもがこころのケアが必要と言わ

れたくない。その事実を保護者に伝えることも難しい。保護者に理解されにくい。保護者は、心理的問題

と精神疾患の区別がつかない。） 

 

田中先生： 

 専門は精神医学だが、社会班について考える。特に管理職の方が中核人材になっているようだが、マネー

ジメントに関する研修、知識がほしいとの意見があった。（→それは一つ。資料の交換をしたい。教育だ

けではなく、医療衛生の知識も必要） 

 どの班でもお互い共通認識を持った方が良いものとして、支援者のストレスマネジメントはグループを越

えてやっていきたい。（→学生も自由に授業選択できるようにするなど） 

 研修目的を絞り現場に役立つ助言が欲しい、との意見については、事例検討はその一つかと考える。（→

すぐに実行できてまねできる方法が重要） 

 プロジェクトは教育、医療、社会と分野が多岐にわたり、活動の種類が非常に多い。活動報告を聞いてい

て、プロジェクトが大きすぎて圧倒されるところがあった。5年間、沢山の人材を投入しているが、短く

てお金も限られているので、全てにおいて十分成果を出すのは正直難しい。残り 2年半で各活動における

提案として、具体的なターゲットを絞ることが一案。 

 

 

ケア現場の視察と従事者ヒアリング結果（四川省剣閣県：心理室、病院、小学校)  

 心理室 

年月日   2011 年 11 月 1５日 （午後）13時 00 分～ 

場所 四川省剣閣県普安鎮 婦人児童活動センター 

センター内設置の心理室、他 

主な面談相手 心理相談室のカウンセラー（国家 2級資格・心理士、漢方医）およびボランティア、

他。 

日本側／調査団及び同伴

者 

倉科和子（総括／団長）、冨永良喜（教育心理）、中根秀之（災害精神保健）、田中英

三郎（児童精神医学）、小田遼太郎（協力企画）、 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（専門家アシスタント）、全

婦連（向陽）、省婦女連、県政府職員 

 

【設置・管理、業務形態】 

設立年月 2011 年 4月に設置、4月より活動オープン 

スタッフ数 スタッフ 6名（男 3名、女 4名）、女ボランティア 1名 

勤務形態 月、水、金 午前 8時～12時、午 14時～17時 

勤務時間 1人あたりカウンセリングは一回  時間位。 

 

【環境の観察】 

清潔・整理整頓 非常に清潔、整頓 

設備 婦人児童活動センターの中にある一室。室内は、小さいデスクと椅子。（ソファ等は

ない） 

幼稚園、図書室、集会所、婦人職訓のためのミシン室が併設。 

立地 賑やかな街中に立地 

その他気づいたところ 心理室での相談は無料サービス。カウンセラースタッフ 6名には若干の謝金あり。

ヒアリングした心理士の一人は、市内に自分（自営）の心理相談所をもつ（サービ

ス料は 20元／相談 1回分とのこと）。 

JICＡの供与 図書室の机・椅子と書籍、事務室の事務用品など。 
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【カウンセリング担当者ヘのヒアリング】 

1. 心理室の利用方法、スタッフの活動方法は？ 

 (回答) 先ず相談者が来訪して個別面談になるのが主流。電話等では通常ない。 

 

2. 心理室を利用者する相談者の人数は？ 

(回答) 一日辺り 2人から 3人、週に 3人から 5人。 

 

3. この半年で、心理室の利用者や、サービスの問い合わせは、増えていますか？ 

(回答) 流動的であるが、政府衛生部の指導のもと、増えつつあると思う。 

 

4. 相談者、相談内容は？ 

(回答）相談者：女性、学生、が多い。 

相談内容：女性の場合は夫婦関係や家庭の相談。学生は受験など勉強の悩みが多い。 

 

5. （プロジェクト研修受講生だった方への質問。）プロジェクトの研修内容は業務に役立ったか？ 

(回答）役だてたものがある。（具体的には) 

・カウンセリングのテクニックでは、ロールプレイ、森田先生の雑談を利用した相談者のペースに合わせ

る方法、などが役にたった。 

・心理相談室では、以前からボランティアへ奉仕活動前の講習を行っていたが、研修で学んだ情報によっ

て、ボランティア講習の内容をレベルアップできた。 

 

6. （自営の心理室をひらく心理士に）心理カウンセリングを受けるということについて、市民の間に、抵抗

はないか？ 

(回答）心情的に抵抗があるだろう。先入観も多く、誰にでもスムーズに受け入れられるという感じではな

い。 

 

【向陽氏のコメント】 

 幼稚園が併設されているという環境が、こころのケアを日常生活に浸透させるのに有効。崇州市と剣閣県で

は、環境が異なる。剣閣県のこの場所は、以前から幼稚園から大人までの市民が良く利用する場である点が、

とりわけ日常生活でのこころのケアという点で良い効果を生んでいる。剣閣県のような方法と環境を、他

市・県にも広めたいと考えている。 

 

 

 病院 

面談年月日  2011 年 11 月１５日 （午後） 14 時 30 分～ 

場所 四川省剣閣県普安鎮  広元市剣閣人民病院 

主な面談相手 髙大尤（医師、副主任内科、第 4回本邦研修参加）、仇露（心理医師、第 3～4回現地

研修参加）、他心理相談に関わる医師（内科医）、看護師。 

日本側／調査団及

び同伴者 

倉科和子（総括／団長）、冨永良喜（教育心理）、中根秀之（災害精神保健）、田中英三

郎（児童精神医学）、小田遼太郎（協力企画）、 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（専門家アシスタント）、全婦

連（向陽）、省婦女連、県政府職員 

【病院・心理問診室の情報】 

病院情報 第 2次水準（甲）病院、ベッド数２５０床、スタッフ 400 人（医師 30％、看護師が 30％）、 

心理室の利用数 心理相談室相への外来数約３人／日、 

設置 仇露医師が第３～４回の現地研修を受講する以前（2010 年 9月以前）はなかったが、

同医師が受講後に、病院に働きかけ設置が実現。 

 

1.ご担当の診療科を受診される、患者さんの年齢層、疾病種を、お聞きしてよいですか？ 

(回答）・年齢層など：成人が多い、疾病種：外傷後ストレス障害／PTSD、軽度の鬱症、など。 

 

2.これまで診療された患者さんの中に、幼稚園・学校、役所、心理室、心理カウンセリング・ボランティアか

ら紹介を受けて来られた方は、いらっしゃいますか？ 

(回答）剣閣県衛生局、広元市精神衛生センター、剣閣県疾病予防管理センター（CDC）とは、情報のやりとり

ができるようにはしているが、心理相談室に患者がリファーされてきたことは、これまでない。自分のほう

から自宅に近い当院心理室に来た方がいる。彼女は以前（第 3次の）四川省人民病院に通院し、症状が安定
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してしばらく通院がなかった。が、 近また状態が良くないというので、自ら自宅に近いこちらに相談に来

た。自分の診察では、PTSD ではないか、という観察である。 

 

3.その患者さんが、PTSD だと思う、理由は？ 

（回答）彼女の話では、四川地震被災直後は、自分に心身への影響は特にないと思っていたという。3か月後

あたりに集中力がなくなり、やる気がでないなど不安感が始まり、倦怠感、焦燥感、だるさ、厭世症状に至

ったのち、市内の病院に通院し落ち着いた。ところが 6か月以上が過ぎ同様の症状が始まった。症状が地震

後に始まった点、それが不安定・予期せず発出する点で、ＰＴＳＤではないかと考えている。 

 

4.プロジェクトによる研修を受講されたことが、ありますか？受講内容は役立ちましたか？ 

（回答）・第 4回本邦研修に参加。有用だったのは、事例研究。 

 

 

 小学校 

面談年月日  2011 年 11 月 1５日（午後） 16 時～ 

場所 四川省剣閣県普安鎮  剣閣県下寺小学校 

主な面談相手 可剣華（心理健康教師、第 2～5回現地研修受講者）、6年生の子どもたち 40名、他学校

の先生方。 

日本側／調査団及

び同伴者 

倉科和子（総括／団長）、冨永良喜（教育心理）、中根秀之（災害精神保健）、田中英三

郎（児童精神医学）、小田遼太郎（協力企画）、 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、李忠金（通訳・翻訳）、夏雨（専門家アシスタント・業務調

整）、全婦連（向陽）、省婦女連、県政府職員 

 

【「こころのケア」授業観察】 

授業科目 心理健康の授業を「生命・生活・安全」のクラスで行う。 

テーマは、母、出産、命、ほか。 

授業時間 通常３０～４０分 

授業運営 児童 40人／ひとクラス。PPT を用いた、エピソードの紹介、子どもたちへの感想表明の

ファシリテート、グループディスカッション。手話＋歌。 

 

【教師へのヒアリング】 

１． 学校において「こころのケア」を担当するのは何名ですか？ 

（回答）心理健康教師。 

 

２． これまで心理ケアに関わる研修を受けたことはありますか？「こころのケア」の授業構成や運営で

は、どの程度、過去受講した研修から知識等を得ていますか？ 

（回答）第 2～5回現地研修に参加。 

有用なのは、子どもたち一人一人が授業に活発に参加する方法。経験、感性にアプローチする方法、

エピソードを紹介する方法、など。 
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面談記録 

日 時 2011 年 11 月 16 日（水） 午前 8時 30分～12時 00 分 

場 所 四川省剣閣県ホテル 2階会議室 

中国側 向陽（全婦連）、劉静（全婦連）、銭暁蓉（四川省婦連）他四川省婦連代表 3名、広元市婦連、剣

閣県婦連、剣閣県の PJ調整チーム、中核人材 15名 

日本側／ 

調査団 

堤敦朗（JICA 長期専門家）、夏雨（JICA 専門家アシスタント・業務調整）、 

李忠金（通訳・翻訳）、調査団員 7名 

 

概要 

会合次第 

双方の自己紹介ののち、全婦連よりレビュー調査の目的、日程、レビューの方法等の説明がされ、続いて、

関係者からの活動の報告、意見交換が行われた。 

１．剣閣県婦連の報告 

 プロジェクト活動後、モニタリングとレビュー行った。中核人材を構成した。計 250 名。 

 研修を実施。①専門家による研修・指導。現地研修に参加した。系統的にこころのケアに介入する知識を

学んだ。昨年 11月にも PCM ワークショップを行い、人材づくり、問題点等についてディスカッションと

分析を行った。②5回にわたり心理健康知識の研修講座を実施。経済学博士等招聘して、成功で楽しい女

性になるため、明るい心構え、礼儀作法の講座。こころのケアの関連知識も。県政府の関係者、ボランテ

ィア対象に研修会。③現場での活動。県全ての中核人材が勤務先で日常業務を行いながら、学校や地域に

出向いて講習活動実施。広報実施。一人暮らしの高齢者を訪問しこころのケア。病院内の相談室でフェー

ス toフェースのカウンセリング実施。自発的に周辺部の郷鎮、地域で関連知識の講習活動。職業訓練の

機会を生かして、こころのケアの宣伝実施。 

 広報活動実施。婦人デー、子どもの日を利用して、15日間の「自分のこころのケア」に関する TVでの広

報実施。書籍を寄付。横断幕、掲示板作成。32万人対象となり、カバー人口は 80％に達した。 

 婦女児童活動センターに心理相談室を設置。センター内に被災地住民用の図書室、研修室、相談室を設置。

PC研修を行った。 

 専門家を招いて現場研修実施。有名な関係者を 11名招いた。県中核人材は各現場で役割果たしている。

カウンセラー2名を招聘。心理室の相談数は 600 名ほど。150 枚の CD、12000 冊の宣伝資料を配布。幸せ

な家庭づくりの宣伝資料の CD送付。伝統医学を生かし、マッサージ等で患者の苦痛を緩和。伝統的な漢

方薬でこころの傷をいやした。 

 覚えやすい歌を作成。歌を聴きながらある程度こころの傷を緩和した。身体的、心情的内容が含まれる。

生活内で誠実さ、優しさ、親孝行を尊いものとする、など。 

 現場でこころのケア知識を伝達。各学校、コミュニティ、病院で講習会、宣伝活動を行い、延べ 3000 名

あまりの貧困地域婦人、学校教員、学生が参加。婦人デーで 2000 名集めてお祝いのマラソンを実施。7000

世帯向けに就職ローン 3.2 億円。この活動は上部指導者に認められた。貧困女性向けの活動は 300 名くら

い。300 名は無料で研修受講。学生 260 名向けに活動。 

 指導者は活動重視している。県で定期的に会合開いている。各関連部門に対し働きかけている。地域住民

のためのサービスのプラットホームとなるよう。 

 職場の日常業務と効果的にリンクし、建設的方案づくりを努力。多くの住民が恩恵を受けている。関係ス

タッフは真剣に仕事した。調整グループのスタッフは兼任者。様々な困難を乗り越えて、個人の損得を考

えずに協力している。 

現在の懸案事項としては、以下 4点。 

 専門技術者が少なく、専任者がいない。全ての中核人材が兼任者。残業すると、プロジェクト活動に参画

できない。 

 ランニングコスト、宣伝資料作成、研修資料、機材投入が足りない。宣伝資料用は 15万元かかった。機

材のメンテ費用は計算していない。新市街地のスペースに機材入れていない。県政府指導のもと活動スペ

ースはあり、相談室、活動の場、図書館等を設ける予定。ランニングコスト不足で開設できず。 

 心理知識に対する認識は一部住民の間で不足。貧困地域、山岳地帯なので、一部地域の人はこころのケア

があったとしても打ち明けたり、重篤な悩みがあっても病院に行きたがらない。人に知られていない他の

地域に行って相談を受けるケースもある。プロジェクト実施後、認識は良くなっているが評価する必要が

ある。 

 プロジェクトの会計請求手続きが煩雑。会計の人に良く言われる。 

提言は以下の 4点。 

 研修枠を増やしてほしい。県内のより多くのこころのケア中核人材に国内外の研修機会を与えてほしい。

中核人材は 10数人しかいない。より多く育成して研修機会を与えて。 

 広報活動強化し、こころのケアに関する周知率の向上を強化したい。心理的問題があれば、関連病院で治

療を受け、単なる問題であれば心理室に相談するように向ける。広報活動を様々な活動で行う。 
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 なるべく請求手続きを簡略化して欲しい。（会計） 

 作業量が多く、交通不便悪いので、郷鎮遠いところでは 4時間。日帰りができないところもあり、広報活

動が大変。ランニングコストを増やしてほしい。 

 

教育部門からの報告 

下寺小学校教師：何 

 各モデル校で生徒に知識伝達した。内容→自身への恐怖心をどう取り除くか。地震、津波、嵐などありな

がらも自然に対して感謝の気持ちを持たないといけない。正確な知識を持たないといけないと教えてい

る。クラスメートと保護者とのコミュニケーションの取り方。留守児童の抱えるこころのケア問題は重視

すべき点。 

 できる範囲で関係者のこころの悩みを緩和できるよう努力してきた。親の各サイトの関心を高めてきた。

ある生徒は支援してくれた日本に感謝、親に感謝と言っている。愛の気持ちを込めたカードを日本の被災

地に届けたいと言っている。剣閣県ではプロジェクトまでこころのケアあまり重視せず。このプロジェク

トにより、生徒達は勉強だけではなく、こころの健康も大事と認識した。 

 まだ専門知識足らないので、勉強して剣閣県の授業をよりよくする努力をしたい。 

 

衛生部門からの報告 

県人民病院：仇 

 2011 年 9月までに 2回ほど中核人材として研修受講。基礎的内容を習得した。こころのケアは県政府の

衛生関連部門がオフィス設置。病院内に指導者グループ設置。3ステップのサービスシステムを構築した。

被災者の心身健康の教育指導。ハイリスクグループの発見とリファーを行ってきた。下部医療施設への業

務指導を強化してきた。被災後の組織的保障ができたと言える。長期的かつ効果的なメカニズムを構築。 

 人材チームができた。研修を強化した。3種類の方法で仕事してきた。県内で研修班を開き、郷鎮クラス

425 名を養成。医療従事者を省、市主催のこころのケア研修に参加させた。県人民病院から 7名が参加。

郷鎮衛生院では 200 名参加。JICA 主催の研修会にも衛生部門から 4名が参加。広報活動強化し、こころ

のケアのサービス活動実施。被災後、住民は違う程度のこころの問題を抱える。 

 掲示板、チラシ、ラジオ、巡回視察を通し、県 CDC と協力して広報活動実施。被災者の地震による心理的

問題の緩和に取り組んできた。被災後の 3ステップのネットワークはほぼ全域をカバー。 

 県人民病院では相談施設を設置した。ハイリスクグループ向けの心理的ストレスの緩和をした。CDC とと

もに公安局の警察、医務従事者と幹部向けに研修会 250 名実施。広元市の精神衛生専門家を招いてプレゼ

ン。参加型で行った。受講者に好評だった。青川県のチベット族学生向けの心理的問題の緩和努力をした。 

 県人民病院の相談室は 2-3 名/日の来訪者がある。多いのは入院患者のケア。入院後、保健医療知識が足

らず、不安感がある。痩せたり、失言になる。こころのケアの教育で成果あげた。調査の結果、人とのコ

ミュニケーション能力が強化された。 

 都市部サラリーマンのストレス対処の方法がない、言い出しにくい。 

 心理室は機材がそまつなもので、聴診器、テーブルしかない。ニーズと提供できる能力の間に格差がある。 

 今後、こころのケアを日常業務としてやってきたい。研修受講後、カウンセラー資格が必要となるが、ど

うやって取得するのかわからない。 

 

質疑応答 

田中先生： 

 女性の生活、職業訓練、礼儀などの講習会とこころのケアプロジェクトがどのように関連しているか？ 

→貧困女性とリストラされた人たちは無料で職業訓練を受けられる。職業訓練のプログラムにこころのケ

アの内容を盛り込んだ。女性や一部男性に教えている。職業訓練の 初の授業はこころのケアに関する

内容。家政婦の場合、PC使用法、裁縫などの技能、在宅業務、出稼ぎ時に何が必要かを教えている。

外に出て家政婦になる場合は心理的健康がないとうまくいかない。一般的に家政婦は人の面倒しかみな

いため、仕事として人より良くないと思われる。叱られた時どう対処するか。地震による損失が大きい

場合はこころの中で受け入れられない。そういう思いのある人に対し、生きていればまだ望みがあると

教える。農業県なので、1/3 は出稼ぎに行っている。出稼ぎ前に 初の授業は心理的健康をどう保つか

の授業を行う。職業訓練の授業を聞き、技能と心理的問題も解決した。 

 心理教育は誰が行っているか？プロジェクト後に新たにプログラムに入れたのか？ 

→専門家を招いたり、婦連自ら（現地研修受講者の中核人材、研修で学んだ知識を生かして）行うことも

ある。プロジェクト開始前はこころのケアの授業は無かった。プロジェクト実施以来、どのようにここ

ろのケアを盛り込んだか。本邦研修を受けた専門家（国家心理師資格有する、訪日研修参加）を招き、

技能訓練に盛り込んだ。職業訓練期間は 1カ月。特化された農家、特殊な技術の場合は関連専門家を招

いて教える。 

→広元市スタイルを打ち出した。①自分の手足があれば自分でできないことはない。生きていればなんで

も可能。②自分の力を出して自分を助ける、というスローガンがある。要するに自分のことは自分でや
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る。自助努力によりこれまでの苦難を乗り越えていけるというスローガンを市として打ち出した。温総

理は 4回青川県に訪問して評価した。 

中根先生： 

 3 ステップとはどのようなものか？ 

→県、郷鎮、村レベルの 3段階のネットワークをもってこころのケアを行う。施設としては県内の関連医

療施設と各郷鎮の衛生院、衛生室。人材養成を 3ステップで行う。県人材が国内外の研修を受講（1ス

テップ）→県人材による研修会に県内医療関係者、郷鎮衛生院スタッフが参加（2ステップ）→衛生院

による村医の研修（3ステップ）。3ステップ目は日常行っている研修にあわせてこころのケアを盛り込

むことが多い。 

冨永先生： 

 婦連児童活動センターの活動はとても整備されている。生活に密着した心理援助が可能な構造となってい

る。生活に根差さないとこころのケアはうまくできない。生活にこころのケアを盛り込むのは画期的。世

界にこの取り組みを発信して欲しい。さらに、職業訓練におけるこころのケアを充実するための方法を提

案。侮辱されたときに家政婦がどういう風に気持ちを整理するべきか、ロールプレイを取り込むと良い。 

 医療システムも整備されている。受験で苦しむ親子が来談すると聞いたが、このような相談を病院で受け

られるのは素晴らしい。訪日研修では教育班で試験を乗り越えるための授業案を紹介している。中国はオ

リンピックで素晴らしい成績をあげており、メンタルトレのノウハウを子どもに提供すると良い。 

 今後、教育、医療分野ともに事例についての詳しい記録を取り続け、管理するべき。その際、相談があり

ありと目に浮かぶような記録の残し方。逐語記録といい、カウンセラーや教師が発言したことと、患者や

子どもがどう答えたかを記録する。さらに、中国科学院や四川師範大と協力して科学的な方法に基づいた

アンケート調査ができれば、この取り組みをより世界に発信できる。住民の意識、中核人材がどういうス

キルを身につけているか、試案作成しているので確認してほしい。 

小田・堤： 

 個別のアプローチは何を行っているか？心理室はどのように使っているか？ 

→心理と言うと非常に敏感に反応する。心理的悩みがあると馬鹿にされると思われる。良くやってきたの

は予防的なこと。個別的なケースもあるが少ない。記録には留めている。生徒は心身ともに発育中のため、

予防的取り組みは役に立つ。 

→普段学校にいるので、心理室は漫画のように、遊びに来てもらうよう工夫している。研修受講後、自分

の担当授業内にこころのケアに触れる。担任教師が悩みのありそうな子をみつければ、悩みなので相談室

に行ったらと提案することが多い。心理室で一緒に遊び相手になってあげる。校長も他教師も協力的。 

 学校に行きにくい子、行きたくない子はいるか？ 

→ほとんどいない。親の圧力がある。勉強がそもそも嫌いな子はいる。きれたり、暴れる傾向にある子ど

もはいる。 

 医療について、3級ネットワークが県内ほぼ全域カバーできたということだが、その判断基準は何か？ 

→人材を育成する上にカバーできたと判断する。県衛生局内に行政的部門があり、指導と組織を行う。技

術的サポートは行政と技術両方、人材育成しておりカバーしている。（もともとあった 3級の研修ネッ

トワークにこころのケアを盛り込んだという意味） 

 

評価フィードバック 

冨永先生： 

 剣閣県婦女児童活動センターのシステムづくりが非常に良く行われている。生活に根差しているという観

点から。幼稚園、図書室など、親がいつも通う場所に心理室を作ったのは意味がある。心理室も心理師は

マッサージなどができる先生であり、これも意味がある。災害後の心理援助で話を聞くというカウンセリ

ングスタイルはどこもうまくいかない。いわゆる職業訓練の中に心理ケアを入れているのも素晴らしい。

心理室に通えるようになって初めてカウンセリングの力を発揮できる。日本で阪神淡路大震災後にこころ

のケアセンターを設置したが、児童虐待や家庭内暴力において大きな役割を果たしている。恐らく、災害

で傷ついた人の支援のみならず、暴力を受けて辛い思いをしている人たちの支援の受け皿として、プロジ

ェクト終了後も大きな力になるだろう。 

 人民病院でも良いシステムができている。内科の診察室の隣に心理室がある。市民が利用しやすい配置に

なっている。心理援助を受ける人は頭がおかしくなっているという偏見を払しょくする力になる。教育内

でも心理健康教育がとてもうまく展開されている。大きなお腹を抱える母親の身になって体験させる、何

（カ）さんの授業に感動。 

 システムの持続的発展のためには、①個別事例をしっかり記録し、整理して個人情報がわからないように

して世の中に発信すること。良い関わりを中国のみならず日本や世界の人に知ってもらうことが必要。ア

ンケート調査を科学院や師範大と協力して取り組み、きちんとしたデータとして発信することも大事。②

県政府の大きな力が必要になる。ソフト、ハード面ともに。大きな期待を抱いている。 

中根先生： 

 今回初めて参加。多くのスタッフが関わり、幅広い活動をしていることに対し敬服した。今までの活動に
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ついて困難があったと思うが、努力して克服していることが良く分かった。特に中核人材育成については、

まだ不足しているということで、モチベーションの高さを感じた。 

 医療専門家として気付いた点。人民病院の活動について理解。限られたリソースの中でこころのケアにあ

たっていることに感銘を受けた。実際数多くの被災者のケアを行い、病院間のネットワークもできており、

順調に進んでいる。日本でも心理、精神については偏見がある。今後、各部門での精神分野への啓発と教

育を協力して行うことが重要。この活動は非常に先進的に素晴らしい取り組み。活動に自信をもち、国内

外に発信してほしい。特に活動の良さをアピールするためにはアンケート調査を含めた科学的指標が必要

となる。今後、行政の支援も必要になると思うため、今後も続けて頂きたい。 

倉科次長： 

 四川省来訪前の想定以上に積極的に、かつ各部門の支持を得て行っていることに喜ばしく感じる。各現場

の中核人材は非常に積極的に使命感を持って活動していた。下寺小学校何先生は研修で得た知識をさらに

自分で工夫して授業したり、県人民病院仇先生は彼女にとって新しい仕事であったと思うが普及にも取り

組んでいる。 

 今後、プロジェクトでは、現場の皆さんの努力をサポートするため、より質の高い研修と教材を提供し、

モニタリングや指導の仕組みを作っていく必要がある。婦連の非常に強いリーダーシップに敬服した。剣

閣県では楊主任の指導のもと、婦女児童活動センターで非常に良い活動が展開されている。その背景には

広元市の何主席のリーダーシップがあってこそ実現した。この裏には省婦連、全婦連のサポートがある。

調整チームの能力強化も今後取り組むべきと考える。モデルサイト活動の良い取り組み、経験を世界が情

報共有することを期待している。事例や記録をきちんととり、研究レベルにとどまらず、草の根の情報を

取る体制を取っていくと良い。さらに加速させて成果を大きく出せるよう協力をお願いしたい。 

向陽副巡視員： 

 業務を効果的に展開している。政府のサポートに感謝する。中核人材の研修、3省でのモデルサイト活動、

教材開発の 3つの面から進めている。四川省婦連のつなぎ役として役割大きい。初歩的成果を収めている。

心理室の波及効果を生かしている。図書室、心理室、活動の場など内容も豊富。 

 モデルサイトごとに違ったアプローチを図っている。他のグループにとって参考となる模索。崇州市の心

理室は農村にある。農村婦人や子ども対象に何ができるか模索。剣閣県は農村とは異なり、婦女児童活動

センターに設置しており波及対象者も業務重点も違う。地域社会に即したシステムづくりにおいて良い比

較検討ができる。 

提案は以下 4点。 

 ①プロジェクト実施する中で社会の各界の動員に力を入れるべき。一般住民にまだ浸透が足りない。今後、

住民向けの広報活動を重視し、知識普及率をあげる。 

 ②革新的な方法でウェブサイトなど。 

 ③モデル選定が違う。活動は似通っている。地域ごとの活動方式、サービス対象者。プロジェクト効果を

向上するために、どこに重点を置くか。 

 ④現地の専門家とボランティアの発掘に力入れる。研修時間が足りない。研修人材限られる。教育、衛生

に限らず、法律専門家も関わる。民政局も関わる。リソースを 大限に生かす工夫を。専門家とボランテ

ィアの幅を広げたい。 

 全婦連として、今後、研修内容、方式など建設的助言をえており、他プロジェクトにもヒントを得た。こ

れらを整理し、皆様にプロジェクトへの感謝。教材づくりは中国専門家の力をいかし教材作成チーム設置。

よりターゲットを絞り、実用的なものとなるよう、教材の充実化を図る。 

剣閣県人民政府：何副県長 

 座談会参加は 2回目。嬉しく思う。仕事にとって参考になる。高く評価を得て励ましとなったし、今後の

方向性を示してくれた。幅広い研修会。幹部一人一人のケア、生活、収入なども盛り込んでいくべき。重

点人材の誘導を行う。専門研修、中核人材対象の活動内容の整理。今後、どうすればよいか。リーダーに

とって挑戦的なプロジェクト。勉強しないといけないことが多い。時代のニーズに応じて努力しないとい

けない。指導、モニタリングを強化するべき。末端の村の婦人幹部まで浸透させないといけない。引き続

き、中核人材向けのテーマ研修を。中核人材に対し、業務ノートを持ち、活動の場でメモ取り、活動評価

を行う。革新的な仕事の方法を。テレビ講座など。 

四川省婦連銭部長： 

 こころのケアを持続的に行っていきたい。今後重要。良いモデルを取りまとめて普及したい。婦人活動セ

ンターでこころのホームをつくったが、モデルを普及したい。専門家と経験をまとめ、四川省で普及可能

なモデルとして。 

 市婦連のモニタリング、指導能力を強化してほしい。市クラスの支持があればより良い。 

広元市婦連何主席： 

 モニタリングとコーディネート。専門家指導が必要。今後、各界のリーダーを動員。 

 経費の確保をお願いしたい。 

 こころのケアは災害後のケアに限らない。人との関わりや結婚生活、日常生活のこころのケアをしないと

いけない。 
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 人材育成について訪日研修はモデルサイトの枠を増やし、市婦連の枠を増やしてほしい。市クラスの専門

家もいる。婦連幹部のほか、政府リーダーも訪日研修に行ってもらいたい。 

 

 

以上 
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（１）プロジェクト要請・形成段階資料 

資料名、執筆／作成者 作成年月 

「日本政府技術協力申請書（案件要請書）」中華全国婦女連合会 2008 年 12 月 

「中国四川大地震復旧・復興支援こころのケア支援-プロジェクト形成調査(第 1

次)-帰国報告会資料」プロジェクト形成調査団 

2008 年 12 月 

「中国四川大地震復旧・復興支援こころのケア支援-プロジェクト形成調査-第 2

次プロジェクト形成調査-調査結果概要」プロジェクト形成調査団 

2009 年 3 月 

「中国四川大地震復興支援－こころのケア人材育成プロジェクトに係る討議議

事録」JICA 中華人民共和国事務所、中華全国婦女連合会 

2009 年 4 月 

中国四川大地震復興支援－こころのケア人材育成プロジェクト、活動計画意見

交換会・会議議事録、JICA 中華人民共和国事務所・他 

2010 年 1 月 

「四川大地震ＪＩＣＡこころのケア支援プロジェクト事前調査」プロジェクト形

成調査団・他著、トラウマティック・ストレス第 8巻、第 1号 

2010 年 2 月 

 

（２）モデルサイト計画書・ガイドライン・参考書等（主要成果品） 

資料名、執筆／作成者 作成年月 

(四川省成都市崇州市)「プロジェクト計画書（2011年1月～2014年 6月）」、「2011

年活動申請書」全国プロジェクト管理事務室 

2010 年 12 月 

(四川省広元市剣閣県)「プロジェクト計画書（2011年1月～2014年 6月）」、「2011

年活動申請書」全国プロジェクト管理事務室 

2010 年 12 月 

(陝西省宝鶏市陳倉区)「プロジェクト計画書（2011年1月～2014年 6月）」、「2011

年活動申請書」全国プロジェクト管理事務室 

2010 年 12 月 

(甘粛省天水市秦州区)「プロジェクト計画書（2011年1月～2014年 6月）」、「2011

年活動申請書」全国プロジェクト管理事務室 

2010 年 12 月 

「プロジェクト調整チーム設置に係る通達」 陝西省宝鶏市陳倉区婦女連合会文

献 2011 年 3 号 

2011 年 2 月 

「プロジェクト調整チーム設置に係る通達」甘粛省天水市秦州区委事務室文献

2011 年 28 号 

2011 年 2 月 

「プロジェクト調整チーム設置に係る通達」 四川省崇州市人民政府婦女児童工

作委員会文献 2011 年 9号 

2011 年 3 月 

「プロジェクト調整チーム設置に係る通達」 四川省剣閣県人民政府事務室 2011

年 27 号 

2011 年 4 月 

「陝西省宝鶏市陳倉区プロジェクト地区におけるベースライン調査研究報告書」

王国旗、余暁艶、王青芳、湯発良・共著 

2011 年 3 月 

『防災応急知識ハンドブック・災害心理ケアでよくみられる問題』宝鶏市陳倉区

婦女連合会編 

2011 年 3 月 

「JICA こころのケアプロジェクト第５回西安研修評価結果」祝卓宏、唐山・共著 2011 年 9 月 
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研修日程等・プログラム資料、プロジェクト 2011年 10月時 

「研修参考書原稿作成案」、「参考書目次案」プロジェクト 2011 年 10 月 

「中国人専門家リスト」プロジェクト 更新中 

「管理ガイドライン（案）」プロジェクト 作成中 

「研修資料作成調査研究報告およびプラン」参考書・編集委員会 2011 年 10 月 

『災害後のこころのケア・中核人材養成ハンドブック』プロジェクト 更新中 

『災害後の家庭におけるこころのセルケア・ハンドブック』プロジェクト 更新中 

『災害後の子どものこころのケア指導マニュアル』プロジェクト 更新中 

「甘粛省ボランティア活動者募集資料及びボランティア名簿」甘粛省プロジェク

ト調整チーム 

2011 年 

「（甘粛省心理援助パンフレット）啓発資料」甘粛省プロジェクト調整チーム 2011 年 

「中日合同四川大地震心理ケア人材育成事業のための心理室相談記録票」甘粛省 2011 年 

「研修参加者名簿・研修日程／プログラム関連資料（現地研修・第 1 回～5 回、

本邦研修・第 1 回～4回）」プロジェクト 

2011年 10月時 

「中核人材リスト」プロジェクト 2011 年 10 月 

 

（３）事業進捗報告・長期専門家出張報告・会議録・他 

資料名、執筆／作成者 作成年月 

「四川大地震における日中協力～緊急援助隊派遣からこころの復興へ」（PPT）

JICA 中華人民共和国事務所 

2009 年 9 月 

「JICA 四川大地震復興支援こころのケア人材育成プロジェクトの概要」( 川大

地震の山村都市の復興に関する視察と日中協力会議／2009 年 9 月 13～15 日資

料) 堤敦朗専門家 

2009 年 9 月 

「第 1回プロジェクト実施運営総括表（2009 年 6月～12 月進捗）」堤敦朗専門家 2009 年 12 月 

運営指導調査報告会・議事録 2010 年 4 月 

運営指導調査・結果概要及び協議議事録 2010 年 4 月 

第１回合同調整委員会・概要書及び議事録 2010 年 5 月 

「共生人道支援シンポジウム・任国外出張報告書」堤敦朗専門家 2010 年 9 月 

 中国四川大地震復興支援－こころのケア人材育成プロジェクト、活動検討会・

会議議事録」JICA 中華人民共和国事務所・他 

2010 年 11 月 

「第 2回プロジェクト実施運営総括表（2010 年 1 月～6月進捗）」堤敦朗専門家 2010 年 11 月 

「国別研修（災害）精神保健専門家研修・出張報告書」堤敦朗専門家 2010 年 12 月 

「第 3回プロジェクト実施運営総括表（2010 年 7月～12 月進捗）」堤敦朗専門家 2011 年 3 月 

第２回合同調整委員会・概要書及び議事録 2011 年 6 月 

「第 4回プロジェクト実施運営総括表（2011 年 1 月～6月進捗）」堤敦朗専門家 2011 年 7 月 

「日中協力地震被災地こころのケアプロジェクト・モデル地区剣閣県における前

期業務の状況」四川省剣閣県婦女連合会 

2011 年 9 月 
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「四川大地震被災後の復旧における日中協力-天水市秦州区こころのケア人材育

成プロジェクト交流資料」甘粛省天水市秦州区プロジェクト調整チーム 

2011 年 10 月 

「こころのケア人材育成プロジェクトモデル地区こころのケア業務・崇州市モデ

ル地区業務総括（1～8 月）」崇州市婦女連合会 

2011 年 11 月 

「陝西省モデル地区宝鶏市陳倉区プロジェクト実施状況」宝鶏市陳倉区中華全国

婦女連合会・王静 

2011 年 9 月 

「プロジェクト自己評価シート」プロジェクト 2011 年 11 月 

 

（４）短期専門家業務完了報告書・関連報告書 

資料名、執筆／作成者 作成年月 

「四川大地震の被災者と支援者の心理的支援に関する研究―子供の心理健康教

育プログラムの作成と教育相談システムの構築―」冨永良喜著 

2009 年 

「第 1回現地セミナー（2009 年 7月 19～22 日、於・四川省成都市）-業務完了報

告書」冨永良喜専門家・他 

2009 年 8 月 

「教育心理専門家業務完了報告書（2010 年 1月 18 日～21日）」冨永良喜専門家 2010 年 1 月 

「子どもへのこころのケア専門家業務完了報告書（2010 年 1月 18～23 日）」 

瀧ノ内秀都専門家 

2010 年 1 月 

「ケア人材育成専門家業務完了報告書（2010 年 1 月 18～23 日）」古川英治専門家 2010 年 1 月 

「防災教育専門家業務完了報告書（2010 年 1月 18～23 日）」諏訪清二専門家 2010 年 1 月 

「臨床心理学専門家業務完了報告書（2010 年 1月 18～22 日）」大澤智子専門家 2010 年 2 月 

「精神医学専門家業務完了報告書（2010 年 1月 20～24 日）」加藤寛専門家 2010 年 3 月 

「臨床心理学専門家業務完了報告書（2010 年 1月 18～22 日）」牧田潔専門家 2010 年 4 月 

「短期現地派遣（2010 年 7月 18～23 日）の報告および提言」田中英三郎専門家 2010 年 7 月 

「ケア人材育成専門家業務完了報告書（2010 年 9 月 17～22 日）」古川英治専門家 2010 年 9 月 

「精神医学専門家業務完了報告書（2010 年 9月 17～22 日）」加藤寛専門家 2010 年 10 月 

「防災教育専門家業務完了報告書（2010 年 9月 17～22 日）」諏訪清二専門家 2010 年 10 月 

「災害精神保健行政専門家業務完了報告書（2010 年 9月 17～22 日）」鈴木友理子

専門家 

2010 年 10 月 

「臨床心理学専門家業務完了報告書（2010 年 9月 17～22 日）」大澤智子専門家 2010 年 10 月 

「臨床心理学・専門家業務完了報告書（2011 年 1月 5～10 日）」大澤智子専門家 2011 年 1 月 

「臨床心理学・専門家業務完了報告書（2011 年 9月 20～24 日）」大澤智子専門家 2011 年 9 月 

「児童精神医学専門家活動報告（2010 年 9月 19～23 日）」田中英三郎専門家 2011 年 9 月 

「専門家活動報告（第 5 回日中協力心のケア現地セミナー教育班）2011 年 9 月

19～ 24 日」冨永良喜専門家、諏訪清二専門家、見澤光徳専門家 

2011 年 10 月 
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（５）支援政策・精神保健と心理社会的ケアの国際支援動向、他 

資料名、執筆／作成者 作成年月 

対中国経済協力計画、外務省 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/enjyo/china._h.html） 

2001 年 10 月 

「＜小中学校および高校のメンタルヘルス教育指導要綱＞の印刷公布に関する

教育部の通知」中国・教育部 

2002 年 8 月 

「災害・紛争等緊急時における精神保健・心理社会的支援に関する IASC ガイド

ライン」機関間常設委員会（IASC）作業委員会 

2007 年 

「中国四川省における大地震に対する我が国復興支援策について」外務省プレ

スリリー(http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/h20/7/1181505_912.html） 

2008 年 7 月 

「 川地震震災復興状況と支援の在方に関する研究報告」2008 年度 JICA 中国事

務所委託研究課題・報告、北京精華都市計画設計研究所・公共安全研究所 

2009 年 3 月 

「JICA 対中国事業展開計画」JICA 2010 年 8 月 

「中国四川省大地震復興支援協力事業報告書－四川省の震災復興と経済発展」 

財団法人・日中経済協会 

2010 年 3 月 

「中国四川大地震から 3年―復興再建の経緯と課題―」国立国会図書館調査及び

立法考査局・レファレンス平成 23年 9 月号、鎌田文彦著 

2011 年 9 月 

 

以上 

－　 －199




	付属資料
	１．中間レビュー調査協議議事録（和文・中文）
	２．評価グリッド（調査事項と方法の概要）
	３．人材・投入実績一覧
	４．質問票調査回答概要
	５．面談記録・視察調査記録
	６．参考文献・収集資料一覧




